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はじめに

財団法人地球環境戦略研究機関(IGES)は、アジア太平洋地域に重点を置いて、グ

ローバルなレベルで持続可能な開発の実現を目指すための戦略研究づくりを行うため

1998年4月に設立された研究機関です。1997年11月と1998年2月に、2回の国際ワーク

ショップを開催し、研究プロジェクトのテーマや研究手法、研究計画を検討してきま

した。

IGES発足と同時に、環境教育プロジェクトが６つのプロジェクトの一つとして研究

活動を開始しました。環境教育プロジェクトでは、アジア太平洋地域における環境教

育の研究のみならず、環境教育を効果的に実施していくための戦略提案を行う事を軸

に研究を進めています。特に、企業･NGO･メディア･学校のそれぞれが環境教育を実

施するセクターととらえ、それらを横断的に把握し、お互いの環境教育実践を総合さ

せる方法や手段を構築し、環境教育を持続可能性の達成と行った国際社会での合意を

実行するものとして高めていく事を目標としています。

IGES発足記念シンポジウムとして開催されたこのシンポジウムは、IGESが考える

トータルな目的と方向性を示し、その上で地球環境保全に向けたパートナーシップの

在り方を主に環境教育の分野で考えてみようというものでした。環境教育を実施する

セクターからそれぞれパネリストを招き、お互いの立場や実践例を明らかにする事に

よって、どのようなパートナーシップが可能かを明らかにし、それについて市民と対

話するという事を期待して広く一般に公開して開催されたシンポジウムです。

本報告書は、そこでの基調講演やシンポジウムの記録を収録したものです。IGES及

びIGES環境教育プロジェクトの研究活動が基軸とする、重要な提言および助言として

ご高覧いただければ幸いです。

阿部　治（地球環境戦略研究機関環境教育プロジェクトリーダー）
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13：00 開　　会

13：10 基調講演「IGESのめざすもの」（森島昭夫 IGES理事長・上智大学教授）

13：50 パネルディスカッション

「よりよい環境のためのパートナーシップづくり」

【パネリスト】

岡島成行（読売新聞解説部次長）／小林 料（東京電力顧問）／須田春海（アー

スデイ日本・東京連絡事務所）／

宮本直利（横浜市立入船小学校校長）

【司　会】

阿部 治（埼玉大学教育実践研究指導センター助教授・IGES環境教育プロ

ジェクト・プロジェクトリーダー）

15：50 閉　　会

プログラム

パネリスト略歴

■岡島成行

読売新聞解説部次長(早稲田大学・東京農業大学非常勤講師)

1944年生まれ。横浜市出身。上智大学文学部ドイツ文学科卒。1969年、読売新聞

入社。前橋支局、社会部を経て1990年5月より現職。1981年から環境問題専門

記者。1988年、国連より｢グローバル500賞｣受賞。環境庁自然環境保全審議会委

員、林野庁中央森林審議会委員、日本環境ジャーナリストの会理事、日本環境フォー

ラム常任理事、日本山岳自然保護専門委員、日本野鳥の会評議員、日本自然保護協会

評議員など、環境関連団体の役員等を兼務。著書に、「アメリカの環境保護運動」(岩波

新書)、「Green  Issue」(桐原書店)、「社会と環境教育」(東海大学出版会)、「はじめて

のシエラの夏」(翻訳・宝島社)など多数。

■小林　料

東京電力顧問

1927年生まれ。京都府出身。京都大学工学部土木工学科卒。1952年、東京電力入

社。水力･火力の現場、本社建設部、技術部、企画室などを経て、1979年環境部長、

1983年理事環境部長、1987年理事立地環境本部副本部長、1991年技術開発本部

副本部長。1995年より現職。大蔵省、通産省、環境庁、経団連、電事連等の各種委

員会委員歴任。現在、WRI評議員、外務省ハイテク技術及び環境技術に関する日独協

力評議会委員、日米コモンアジェンダ円卓会議幹事、JCSD顧問、産業と環境の会顧
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問、OECC理事、環境庁環境カウンセラー、JAB評議員、日本環境フォーラム理事。

1989年、環境庁長官より大気保全功労者表彰、1994年、国連より｢グローバル500

賞｣受賞。

■須田春海

アースデイ日本・東京連絡事務所

1942年生まれ。東京都出身。東京都立大学を経て、1965年、(財)都政調査会研究

員。1980年、都民アセス直接請求運動事務局、市民運動全国センター設立に参加。

1990年、アースデイ日本・東京連絡所設立、バルディーズ研究会発足。1992年、

環境自治体会議スタート。1997年、気候フォーラム参加。現在、市民運動全国セン

ター代表世話人、市民立法機構共同事務局長、市民福祉サポートセンター常任運営委

員、気候ネットワーク副代表、環境自治体会議事務局長、持続可能な開発に関する日

本評議会幹事など。著書に、『地球を救う133の方法』、『豊かさの裏側』、『揺れる世

界歪む地球』、『環境自治体の創造』など。

■宮本直利

横浜市立入船小学校校長

1948年生まれ。北海道出身。北海道教育大学教育学部卒業。1972年より横浜市立

小学校教諭。1992年より、横浜市教育委員会事務局学校教育部指導主事。1996年

同部主席指導主事。1998年より現職。横浜市教育課程運営・改善委員会委員、横浜

市小学校理科研究会副会長などを歴任。1993年より横浜市立学校の｢環境教育｣推進

を担当。1995年より｢新よこはま教育プラン｣作成を担当。

現在興味を持っていることは、生涯学習社会における｢開かれた学校づくり｣の具体的

な展開を推進すること。

■阿部｠  治

埼玉大学教育学部助教授

1955年生まれ。新潟県出身。東京農業大学環境保護学科卒業、筑波大学大学院環境

科学研究科修了。1988年より現職。現在、国立環境研究所客員研究員、文部省生涯

学習審議会専門委員、建設省河川審議会専門委員、日本環境教育フォーラム理事、日

本環境教育学会常任運営委員、日本野外教育学会理事、環境政策学会理事をはじめ多

くの環境関連団体の役員を兼務。神奈川県環境学習プラン、川崎市環境教育指針策定

等にも従事。1998年4月より、環境庁の設置した(財)地球環境戦略研究機関のプロ

ジェクトリーダーとして、アジア太平洋地域の環境教育の戦略作りに従事。著書に、

『子どもと環境教育』(東海大学出版会)、『ナチュラリストの誕生』(翻訳・平凡社)など多

数。理科や社会科などの教科書編集にも携わっている。
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基調講演｢IGESのめざすもの｣
森島昭夫 IGES理事長･上智大学教授

みなさん、こんにちは。今日は地球環境戦略研究機関、ちょっと名前だけ聞きます

と恐ろしいような名前ですけども、私たちはInstitute for Global Environmental

Strategiesの頭文字をとって、IGES(アイジェス)と呼んでおりますが、 IGESの主催い

たしますシンポジウム｢地球環境保全に向けてのパートナーシップ｣にご出席いただき

ましてありがとうございます。IGESは今年の4月から新しく財団法人として総理大臣

の認可を受けて発足いたしました。現在研究員と職員で40数人の体制で動き出してお

りますけども、その設立の記念の式典を明日行うにあたり、記念のシンポジウムを横

浜で開かせていただくことにしたわけでございます。それでは、IGESがこれから何を

やろうとしているのかということについてIGESの生い立ちのところから少しお話をさ

せていただきたいと思います。

ご承知のように、地球環境問題は、1992年のリオ（リオデジャネイロ）の地球サミッ

ト会議の少し前ぐらいから国際舞台でも注目されるようになりました。地球環境問題

そのものについては、1972年にご承知のようにストックホルムで人間環境会議があり

ましたときに、すでに指摘されていたわけでありますけども、その後20年経って環境

はますます悪化をしており、その間に地球温暖化の問題が深刻になっているというこ

とが認識されるようになり、他方で70年代から指摘されておりました森林の枯渇と

か、砂漠化というような問題につきましては事態がほとんど改善されることなく続い

てきたわけでありまして、1987年にいわゆるブルントラント委員会というのが国連総

会に『Our Common Future(我らの共通の未来)』というレポートを出しました。そこで

は、現在の人間活動、とりわけ先進国における大量生産・大量消費、資源・エネル

ギー多消費型の生活が、今日の地球環境問題をもたらしているとし、他方で地球上で

は何億という人口が飢餓線上にあり、少なくとも人間としての尊厳を享受するに足る

だけの生活、物質的な生活ベースがないと指摘されています。そこで、一方では途上

国のために発展を認めなければならないとしています。これは人間としての最低限度

の生活が出来るような、物質的な基盤を用意しなければならないということですが、

他方で、先進国の資源多消費型の生活を戒めています。途上国の発展は必要だが、そ

れはこれまでの先進国のような無制限のものであってはならないというわけです。そ

こで打ち出された考えが、「サスティナブルデベロップメント(持続可能な発展)」とい
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う概念です。日本ではどうもサスティナブルデベロップメントという概念のもとに、

我々先進国でもなお発展あるいは開発をする権利があるというように受け止められて

おりまして、依然として経済成長はサスティナブルな限りで許されるという理解があ

りますけれども、実は『Our common future』にはそんなことは一言も書いていないの

でありまして、ディベロップメントというのは途上国の人たちのためのものと位置づ

けられているわけです。｢right to development(発展する権利)｣もリオ宣言の中に織り

込まれていますけども、決してそれは我々先進国に発展する権利を認めようとしてい

るのではありません。しかし、国際社会でありますから、明示的に先進国に対して発

展をしてはいけないよ、とは言っていません。問題は、我々先進国がどのようにして

これまでのライフスタイル、すなわち資源エネルギー多消費型の生活・経済社会シス

テムを改めることができるのかが、あらためて問われているのです。それと同時に、

先進国として途上国に対して、サスティナブルデベロップメントが出来るように国際

協力をしていくことが求められているのです。我が国は武力を持たないということ

で、リオの会議の前後から、国際環境協力を国の重要な政策として位置付けていま

す。当時は日本は世界中でアメリカに次ぐ経済力を持っている国だったのですね。世

界第2位で急成長を遂げてきた国として、途上国のサスティナブルデベロップメントを

サポートしていく、地球環境に貢献していく、ということを国の方針としたわけで

す。当時まだ日本にはお金がありましたので、次々と環境国際協力のお金をODAとい

う形で出していったわけであります。しかしながら、我が国におけるライフスタイル

あるいは社会経済システムをどのように変えていくのかという問題や、どのようにす

れば途上国のサスティナブルデベロップメントを助けることが出来るのかということ

について、スローガンとしてはともかく、実際の具体的な方法については必ずしもま

だ具体化しているわけではありません。そこでいまから3年前になりますが、当時の村

山総理の私的諮問機関として設けられた｢21世紀地球環境懇話会｣という、いわゆるワ

イズマングループが村山首相に対しまして、地球全体としてサスティナビリティーに

どのようにして到達するかということについての革新的な政策手法であるとか、環境

対策の戦略作り(ある目標を立てて、それに到達していくための方法手段を比較検討す

ることを戦略といいます)のための実践的な政策研究機関を設立する必要があるという

提言をいたしました。提言が出た日はちょうど阪神大震災の1月17日だったようで、村

山元総理によれば、その話しを聞いて大いにやろうなどと言っていたところ、阪神の

大地震があって、総理大臣は何をやっていたのか、政府の初動体制が遅れたではない

かと怒られたけども、実はそのときに地球環境研究の話しをしていたのだと言ってお
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られました。この｢21世紀地球懇｣の提言を受けまして、政府は早速どのようにしてそ

のような政策研究をするかという検討に入りました。ほぼ1年かけまして、地球環境戦

略研究機関という名前の研究機関を作ることに決定しました。しかしIGES設立に対し

て日本政府は全面的にサポートするけれども、このような政策研究機関は日本政府の

代弁者であってはならないのであって、途上国や他の先進国に政策研究の成果が受け

入れられるためには、日本の政府からは独立をして、国際的な機関として研究を進め

る必要があります。ヨーロッパやアメリカには似たような機関、例えばエネルギー政

策などを研究する機関であるとか、温暖化のストラタジーを研究する研究所などがあ

りますけども、アジアにはほとんどというか全く無いと言っていい状態です。そこ

で、日本が国際貢献をするにあたっては、アジア太平洋地域の発展途上国にターゲッ

トをおいて、これらの国で使いものになるような政策手段を研究し提言していくとい

うことにしています。IGESはただ今申しましたように、政策研究所でありますが、取

り扱う問題が環境でありますから、自然科学的な知識が基礎に無ければならないわけ

であります。また経済学だけでは不十分で、法律学とか社会学など、いわゆる人文・

社会系の諸学問を集めた学際的な研究でなければなりません。つまり、国際的・学際

的かつ実践的な機関を作ろうということになったわけであります。

そこで早速全国の地方公共団体に対しまして、このような研究機関を招致する意志

があるか、言うならば候補地の募集をしたところ、26の地方公共団体、県や市だけで

なく、北海道の十勝町なども含めまして26が熱心に応募して下さいました。最終的に

昨年の暮れに神奈川県の葉山にあります湘南国際村というところに立地が決定いたし

ました。ここには総合研究大学院大学もあります。神奈川県は環境に熱心で、環境保

全に重点をおいて県政を進めていくという岡崎知事の熱心な御意向もあり、神奈川県

議会もこれに賛同されて、葉山に決まったわけであります。そこで、日本政府と神奈

川県に予算を出していただきまして、昨年の4月に地球環境戦略研究機関設立準備機構

という長々しい名前の財団法人が発足しまして、具体的にどのようなプロジェクトを

進めていくかという検討をしてまいりました。先ほど申し上げたように、国際的な研

究機関として、外国からの研究員もリクルートするかとか、IGESの運営についてどの

ようにして国際的な知恵を注入するかということを検討しました。そして、理事会、

評議員会、研究諮問委員会などに外国、特にアジアの研究所の所長クラスの方に入っ

ていただきました。また、研究プロジェクトについては具体的に3年間という研究期間

を設定いたしまして、2001年までにどのようなプロジェクトをするかということにつ

いて10何カ国にミッションを出して、いろいろな方とご相談をし、さらに横浜と葉山
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で2つの国際ワークショップを開きまして、5つのプロジェクトの内容を固めるという

作業をしました。このように、組織作り、プロジェクト構想、研究員の募集などの作

業を1年間で行い、大変忙しい思いをいたしました。また1997年12月の地球温暖化京都

会議の際には、各国政府からも代表を出していただき、国際的な機関や研究所などの

代表も含めて設立憲章に署名をしていただきました。昨年の設立準備機構は神奈川県

知事の認可法人でありましたけれども、1998年の3月31日に総理大臣が認可をする財団

法人として正式にIGESは発足いたしました。現在は葉山の湘南国際村センターのリ

サーチウィングをお借りして、拠を構えて研究活動を開始しています。いずれプロ

ジェクトの数が増えて参りますし、外国からの研究員もおいおいと集まって参ります

ので、神奈川県が新しい建物をあと3年半ぐらいの間に建てて下さるということになっ

ておりますが、そうなりますと規模としては研究員の数が150人、事務も入れますと

170～180人の体制が整うと思います。

各プロジェクトは、まず第1期として今年から3年間を考えています。2002年にはリ

オプラス10、つまりリオの会議から10年ということで、まだ決まっておりませんけど

もたぶん北京かどこか、アジアで地球環境問題について国連のフォローアップの会議

をすることになっていますので、そこに向けて情報を発信できるように研究成果を出

したいと思っております。

先ほど申しましたように、昨年12月に地球温暖化の京都会議がありましたときに、

IGESはいずれ条約に基づく国際機関にするつもりでおりますので、各国から集まって

もらいましてIGESの設立憲章というのに署名をしていただきました。これは普通の財

団法人の寄付行為にあたるものですが、法人の基本規則の他に地球環境問題に対する

IGESの貢献という理念を宣言として謳い上げております。設立憲章にはカナダとかイ

ンド、中国、タイなど、10の政府機関、3つの国際機関(現在4つ)、そして17の国際的

な研究機関がサインをして下さいました。私どもは、今後地球環境問題について、こ

の設立憲章のもとで国際的に発言をし、国際的に通用する政策提言をしていかなけれ

ばなりません。そのため、2002年のリオ・プラス10の前の段階でも、いろいろな機会

を捉えて政策提言をしていきたいと考えています。例えば現在日本政府が毎年開催し

ておりますエコ・アジアという政府レベルのアジア地域の環境会議があります。エ

コ・アジアは以前横浜で開催されています。あるいはまたAPECなどでもIGESから政

策提言が出来るような態勢を整えていきたいと考えています。第1期のプロジェクトと

しては、現在は実際に動いているプロジェクトは5つございまして、それにプラスして
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来年以降に動きだす1つのプロジェクトを計画しておりまして、最初の3年間には合計

6つのプロジェクトに取り組むつもりでおります。

その1つが、今日ここでシンポジウムを行います環境教育に関するものでございま

す。その他のプロジェクトとしては、気候変動、いわゆるClimate Changeに関するも

のです。このプロジェクトは、当面COP4に向けまして排出権取引だとか共同実施、ク

リーン・デベロップメント・メカニズム(CDM)など、京都のCOP3で打ち出されたい

わゆる柔軟なメカニズムの研究に入っております。先日は葉山で、外部の専門家も入

れて一種のブレーンストーミングとしてワークショップをやっております。Climate

Changeにつきましては、1998年の11月にアルゼンチンで開かれるCOP4に向けて、

IGESとしての考えをとりまとめて、COP4でNGOとして提言ができ、さらにその後も

気候変動の国際的な枠組みに対して貢献したいと考えております。ヨーロッパには、

ポツダムに気候変動の研究所があり、政策的な研究をしております。またドイツの

ヴッパータール研究所や、インドのタタ・エネルギー研究所などがありますので、こ

れらの研究機関と提携をして、研究をすすめたいと考えておりまして、いわばイン

ターナショナル・スタンダードで政策提言が出来ればと考えております。

第2のプロジェクトとしては、都市環境管理のプロジェクトがあります。アーバン・

プロジェクトといっておりますが、これは主として中国にターゲットをおきまして、

中国から参加しております研究員もこのプロジェクトに入りまして、現在中国での都

市環境問題を研究しています。例えばケーススタディーとして上海や深　などの都市

の水汚染、大気汚染などの問題を調査するだけでなく、中国側の環境保護局などとも

協力しまして、都市の環境問題の解決のためにどのように取り組むべきかを考えて行

きたいと思っております。ご承知のように、中国は2020年ごろにはCO2の排出量でア

メリカを超えるかも知れないというように予測されております。人口増加もインドほ

どではありませんが、現在も増加傾向にあります。そのため、都市には人口が集中

し、人口問題、都市問題それから工業化による環境問題など様々な問題を抱えており

ます。そこで、中国全土を取り上げることは出来ませんが、いくつかの都市を取り上

げてこれらの問題の要因分析をして、中国側と協力しながら、何らかの処方箋を提言

できるようにしてきたいと思っているわけです。

それから3番目が、森林保全のプロジェクトでありまして、外部からもいろいろな方

に協力して頂いています。このプロジェクトは、どちらかといえば葉山で研究すると

いうよりも、葉山をコアにして、インドネシアとかネパールとか、森林問題を抱えて
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いる国に出かけていって、地元の研究所やNGOと一緒になって具体的なポリシーを考

えていこうという、ClimateとかUrbanとは少しちがう方法を取っています。IFFという

会議がありまして、確かそれが1999年の終わりぐらいにあるようですが、それに向け

てこのグループによる政策提言が出来ればということを考えております。

それから今日のシンポジウムを主催しております環境教育のプロジェクトでありま

すが、これはこの後プロジェクトリーダーであります阿部さんが詳しく、どのような

プロジェクトでどういうふうにやろうとしているかということをお話しになると思い

ます。

それからもう一つのプロジェクトとして、これまで述べました4つのテーマのプロ

ジェクトを横断するものとして、環境ガバナンスというプロジェクトがあります。ガ

バナンスということは、日本語になりにくいものですから、そのままガバナンスと呼

んでおりますが、要するにいろいろな仕組みをうまく動かす(ガーバンする)ということ

であります。ガーバンを統治と訳しますと、感覚的には外れてしまいますが、いろい

ろなシステムを動かしていくのに、どういう要素が働けば、あるいはどういう主体が

どういう役割を果たせばうまく動いていくのか、動いていないとすればどこに問題が

あるのか、というようなことを考えていくわけです。例えば今日のシンポジウムで

も、環境教育を実施していく上で4つの主体がどのように関わり合い、それによってど

のように環境に対する認識が深まっていくのか、どこにどういうインパクトを与えれ

ば環境教育が動いていくことになるのか、ここではパートナーシップと言っておりま

すけれども、パートナーシップの役割分担はどうすればいいのかということが問題に

なります。Climate Changeの場合も、ご承知のようにアメリカが温暖化防止にそっぽ

を向いているわけですけども、これを引き込むためにはどのようなことを考えればよ

いのか、また都市についても、中国における都市の発展について、どこがどのように

動くのが一番効果的なのか、国なのか地方公共団体なのか、中国には政府機関の出先

のようなNGOしかないので、純然たるNGOはございませんが、NGOの役割はあるの

か、研究者はどうか、どこに政策提言をし、どこと協調していくのが最も効果的に動

くのかというようなことを含めて、環境ガバナンスは大変広い範囲を扱いますので、

多分3年間では何から何までガバナンスの問題を扱うわけには行かないので、それぞれ

のプロジェクトの中で、たとえば環境教育におけるガバナンスと申しましょうか、

パートナーシップを動かしていくためのエレメントは何なのかというような分析・研

究を他のチームの中に入ってやっていくことになると思います。従来は、いろいろな
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政策は国が進めるものでありました。現在でも多くのアジアの国では、国が進めてお

りますけれども、最近のインドネシアでも見られますように、国だけに政策の決定と

実施を任しておくと、環境政策もそうですけれども、政策がうまく動かなくなってま

いります。そこでやはり、市民と企業とがそれぞれが役割分担をすることによって、

環境保全という社会経済のメカニズムを動かしていく必要があります。このようなこ

とをガバナンスのプロジェクトで研究できればと思っております。

第1期3年間というのは研究成果を出すのに必ずしも十分な時間ではありませんが、

私どもはいずれIGESを国際的な機関として組織替えをして、例えばワールドバンクと

かアジア開発銀行などの途上国向けの資金サポートも受けてやって行きたいと考えて

います。そうなると、研究しておりますという看板だけでは国際的な評価を得ること

は出来ませんし、現在のところ日本政府と神奈川県からだけお金を出してもらってい

ますが、それではIGESの出す政策提言が国際的に説得性を持ち得ません。陰に何か日

本の国益がひそんでいるのではないかという疑いを持たれかねません。そこで、IGES

の研究を支えている資金も国際的にサポートされなければいけません。そのために

は、まず国際的に評価されるような実績を上げて、IGESの存在を認知してもらわなけ

ればなりません。先ほど申し上げましたように、エコ・アジアとかAPECなどの国際会

議や国際的な研究所で行う会議に私どもからも研究成果を持って参加し、そこで提言

することによって国際的に見える形で業績をあげていく必要があります。とりあえず

3年間で5つのプロジェクトを走らせているのは、それぞれのプロジェクトが3年の間に

何らかの成果を表に見えるようにするということであります。3年間で表に見えるよう

な成果があがったものについては、さらにプロジェクトの内容を改善して続けていく

つもりです。

6つ目のものはプランニングの段階ですが、これは新しい発展パターンと呼んでいま

す。やや哲学的、抽象的なテーマですが、21世紀における環境と経済活動が調和した

ライフスタイルはどういうものかということを探るというものです。ライフスタイル

を変えるといって、あまりエネルギーを使わないようにしましょうと言っても、いま

の我々の生活ではそれは簡単には変えられないのが現状です。一人一人が、例えば

シャワーを浴びるときに長々とお湯を出さないとか、トイレの水はあんまり流さない

とか、それらは重要なことではありますけれども、そういうことだけでは今後の多消

費型の社会が変わるわけではありません。産業界も新しい省エネ型省資源型の技術開

発をしながら、従来のような効率を上げることが可能な産業構造にしていかなければ
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なりません。そこで、どのようにしていけば新しい産業・経済システムが出来ていく

のか、どこに向けてどのようにすればいいのかという、長期的なテーマについて、今

年1年かけてどのような研究のメソドロジーを採って具体的なプロジェクトとして組ん

でいくのかというのを考えていきたいと思っております。

スタッフとしては、研究支援の事務スタッフを入れて現時点で40数名おります。外

国人研究者も数名おりますが、今後は増員する予定です。その他にも外部の客員研究

員もおりますけれども、これだけの手勢でやろうと思いましても、なかなか思ったよ

うに出来ないかも知れません。しかし私どもの考え方は、研究者だけがやるのではな

くて、NGOや企業の人々にも参加してもらい、いずれは学生さんにもインターンとし

て参加をしてもらって、国民各層の知恵を拝借して実践的なストラタジー研究を進め

たいと思っているわけであります。

先ほど申し上げた5つのプロジェクトと1つの計画段階のものの中でも、長期的に見

ますと私は環境教育は極めて重要なプロジェクトであろうと思います。3年間で画期的

な環境教育(環境教育といっても学校教育だけではありません)について、企業の中や

市民、行政など、世の中全体をひっくるめて意識改革を可能にするような提案が3年で

出来るということではありませんが、長期的に見た場合には、子どもから高齢者まで

を含めて、環境問題を考えるだけではなくて、環境問題について自ら考え、実践し、

さらには行政に対して発言をするというような生活態度や考え方を身につけてもらう

必要があります。それがどのような教育、学習をどのようにすることによって可能に

なるのか、また方向づけができるのかという、その最初の試みが今日のシンポジウム

のねらいであります。これからは、それぞれのプロジェクトで節目節目に自分達の研

究成果を世に問うて、批判や意見を頂いてフィードバックしてもらい、そして3年後に

向けて具体的な成果をまとめていくことを目指しております。成果の公表は、国際会

議における提案であったり、書物の出版であったり、あるいは何らかの資料を提供す

るということになるのだと思いますけれども、まだIGESの活動は始まったばかりであ

りますので、極めてフレキシビリティーに富んでおります。

ちなみに申しますと、このIGESでの使用言語は日本語と英語ということになってお

ります。研究員も英語が出来る人が資格要件となっておりますがIGESの研究に外部の

方がご参加いただきます場合には、英語が出来なくてもちゃんと誰かが通訳をするこ

とにしておりますので、是非今後ともIGESに関心を持って頂いて、積極的にご注文な

り問い合わせなり、場合によってはじゃあ私も1ヶ月ぐらい手弁当でIGESで勉強して
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やろうというようなことがございましたら、お申し込みいただければと思います。

どうもありがとうございました。
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パネルディスカッション
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－阿部－

こんにちは。これから2時間ほどなんですが、パネルディスカッションを始めたいと

思います。IGESでは5本ほどのプロジェクトを設定いたしておりますけれども、この

プロジェクトの全体の概要につきましては、先ほど森島理事長の方からお話があった

と思います。その一つが環境教育プロジェクトです。一般的に環境教育といいます

と、学校という非常に狭い範囲で捉えられがちなんですけれども、本プロジェクトは

そうではなくてより広い視点から持続可能な社会を作っていくための環境保全活動全

般を指して言おうと考えています。その際には、持続可能な社会のためにはどんな活

動がいいのかということについて、注意を払うことが必要です。

今社会がグローバル化していくなか、相互の依存関係が強まってきています。その

中で環境教育というのを従来の枠だけで捉えるのではなくて、持続可能性、すなわち

持続可能な未来に向けた教育として再統合していこうではないかという動きが国際的

に強まっています。このことは環境教育に関しては1972年の国連人間環境会議で、環

境教育の必要性が謳われて、その実践にむけて国際的な取り組みが強められてきたわ

けですけれども、この国際的な取り組みを進めていくためにUNESCOとUNEPが環境

教育に関する国際的な機関を作ってきました。そして1977年に、その最初の国際会合

が開かれまして、その後10年を経た1987年、そして1997年、国際的な取り組みについ

て評価していこうということがなされています。1997年にギリシャで開催された｢テサ

ロニキ会議｣ですけれども、この中では環境教育というのを｢持続可能な未来に向けた

教育｣という言葉で呼んでもいいんのではないか、そういうふうに広い視点で捉えてい

パネルディスカッション
｢よりよい環境のためのパートナーシップづくり｣

パネリスト 岡島成行(読売新聞)

小林  料(東京電力)

須田春海(アースデイ日本･東京連絡事務所)

宮本直利(横浜市立入船小学校)

司会 阿部治(埼玉大学)
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こうではないかということが言われております。

ですからこのIGESのプロジェクト自体も環境教育を広い視点から捉えていこうとし

ています。そしてその際には、持続可能な社会を作っていくためにはいろいろなセク

ターの共同行動が必要です。そしてとりわけ価値観の転換あるいは社会の変革に関わ

るセクターとして、その中でも重要なセクターとしてメディア、企業、NGOそして学

校という4つのセクターを挙げました。そしてこの4つのセクターが相互に補完し合い

ながら、パートナーシップを組みながら、いわゆる総合的な環境教育というものを構

築していこうではないかと、まだまだ国際的にはこの総合的な環境教育の構築に向け

た動きというのはそう強くはありません。ですからこのIGESの試みというのはそう

いった意味では非常に意欲的な取り組みだと私は思います。まずこれを日本の国内さ

らにはアジア太平洋地域まで広めていこうということをプロジェクトとしては考えて

います。そしてこのプロジェクトを進めるにあたって、日本の国内で4つのセクター、

これらが相互に補完し合いながらどのような形でこの総合的な環境教育を進めていっ

たらいいんだろうか、そういうことを今日はこのシンポジウムを通してお話をしてい

きたいと思っています。

まず全体の進行なんですが、今日お集まりの4名の方々は、これらの環境教育、ある

いは環境保全活動を含めた様々な持続可能性に向けた活動について最先端のことを

やっておられます。ですから御自分の自己紹介、まあ詳しい経歴等に関しましてはお

手元の資料の方にありますので、それに目を通していただくといたしまして、その中

で強調したいという活動を含めて、自己紹介を兼ねながらこういう活動をしているん

だということを各自約10分ほどお話ししていただきます。そうして次にそれぞれのパ

ネラーの方々への質問を会場から受け付けたいと思います。そしてその質問への回答

を含めて、持続可能な社会に向けての国内外の動き、さらには日本の国内でパート

ナーシップを組んでいくことの現状、あるいは課題、そういったものについて話しを

進めていただきます。そして、それらのディスカッションについて再び会場から質問

とご意見を伺いたいと思います。そしてそれらをまとめてまた4名のパネラーの方々に

お話を戴きまして、そして最後にまとめをしたいと思います。そういった意味で会場

の方々の積極的な参加をお願いいたします。そうしましたら、こちらの着席順に自己

紹介、さらに今なさっていることについて、ご紹介も含めてお話ししていただきたい

と思います。それでは最初に、岡島さんの方からお願いいたします。
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－岡島－

読売新聞の岡島です。新聞記者になって29年です。環境問題を報道するようになっ

て20年ほどです。取材というのは毎日毎日いろいろな人に逢って、まあいわゆる耳学

問みたいなものなんですけど、それを重ねてくると、それぞれの毎年起こるいろいろ

な事柄の専門家の最も素晴らしい先生方に、新聞社ということで代表してお話を聞か

せていただくわけです。ある意味では個人授業を毎日きかせていただいているといこ

とでですね。耳学問が中心ですけど、それなりに世の中の動きを見ることが出来て非

常に良かったと思っています。今日はメディアの代表ということで持ち時間の10分の

うち5分をメディアの問題についてお話申し上げて、それからちょっと5分ほどいただ

いて市民社会というかNGOとメディアということも、基本的なことなんですけども、

お話申し上げたいと思っております。

メディアに関していいますと、まあ公害という一つの報道態勢から始まり、次に自

然保護という問題も汲み入ってきて環境問題という形になってきまして、そして80年

代以降は地球環境問題が入ってきたということで、報道内容がここ20年間でものすご

く幅が広がっているということが一つです。地球環境問題というのは、温暖化一つを

とっても複雑です。この温暖化というのが大変でして、科学的な知識・外交的な知

識・様々なものが必要です。温暖化問題を継続的に報道するとなると、温暖化だけで

も一人の専門記者がどうしても必要となってくるというようなことなんです。公害の

時代から自然保護が加わって、昔の公害報道から見ればですね、何倍もの環境担当記

者がいてそれぞれ専門に分かれて報道しなければ現実問題に追いつかない状況なんで

す。残念ながら新聞社もそうですしもちろん放送局もそうですね、雑誌もそうだろう

し、そういう意味では日本のメディアは環境問題をきちんと報道しきれていないとい

うのが実状であろうと思います。専門的な科学的な雑誌がもう少し日本で売れていれ

ばですね、もうちょっと改善できると思うんですけれども、日本では科学系の雑誌は

ほとんど売れていなくて一般の人が読むチャンスがほとんどない、新聞やテレビでそ

のかなりの部分を受け持たなくてはいけないということになりますと、時間的にペー

ジ的に間に合わなくなって来るんですね。それと専門の方が一生懸命やっていること

と、専門でない方との落差がものすごくあって、記者が専門家の方に近づいて一生懸

命勉強すればするほど、記者がそれを一般の人に伝える、翻訳ですね、これがなかな

か難しくなってくる。スペース的にも環境ホルモンなんか最近騒がれていますけれど

も、あれもテレビ的にどんどん走ってしまって、新聞の方もいろいろな報道をやるん
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ですけれども、その中でいったい何がどう問題なんだということを丁寧に書くとかな

りスペースが必要になってきて、ニュース中心の新聞だとなかなか載りにくいとか、

いろいろ問題があります。いずれにしろ、基本的には、起こっている現象と、それに

対する対策その他の問題点とその事実関係が、一般に伝わりにくいということが問題

です。これはメディアの一つの問題として我々も一生懸命考えているんですけれど

も、結論を言いますとこの20年間の間に、環境問題が非常に多岐にわたって、幅広く

なってきたんですけども、それに対応するだけのメディアの態勢が出来ていないとい

うのが一番大きな問題ではないかと思っています。これは日本だけではなくてアメリ

カでも同じですね。このあいだ『奪われし未来』を書いたダマノスキーさんという女性

が日本に来たときに、話しをしたんですけれども、彼女はボストングローブというク

オリィティペーパーの記者を17年間やってた。その間に環境報道をやってきたんだけ

ども今のアメリカはひどい、今のアメリカの新聞は環境報道なんてやっていない。だ

から私は独立したんだ、という言い方をしていましたね。アメリカの産業界のメディ

アを使った反温暖化防止キャンペーンというのが猛烈だったし、アメリカにはイエ

ロージャーナリズムはあるけれどもまともなジャーナリズムはないといって非常に

怒っていましたね。これは各国共通で、世の中が複雑になってなおかつ環境問題のよ

うな複雑に込み入った現象をメディアがフォローし切れていないと言うのは大きな課

題ではないかと思っております。

かと言ってそれなりに一生懸命、新聞記者も放送記者も雑誌記者も、フリーの人も

含めてそれなりにやっているんですけれども、現象にはまだまだ追いつかないで必死

になって追っかけているという状況が一つある。

それからもう一点、メディアの問題と同時にですね、どうしても我々頭の中に入れ

ておかなくてはいけない問題としては市民ということですね。パートナーシップとい

うことを考えると、当然市民社会と言うことが一つ出てくるわけなんですけれども、

欧米の環境保護団体、もしくは欧米で環境論議をしていますと必ず今でてくるのが市

民社会ですね。シビルソサィエティーという言い方をしております。これは簡単に言

うと、環境保護運動をやっている人が、環境保護だけではない、もう世直しなのだ、

というふうなことを言っているというわけです。5分で言うので荒っぽくなるんですけ

ど、欧米における一つの民主主義の追求の過程としてですね、ギリシャ以来いろんな

事があって、封建制もあったでしょうし、植民地主義もあったでしょうし、帝国主義

もあったでしょうし、そういうことが繋がってきて、今国家というものを中心として
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国が成り立っている。国家間交渉で世界が成り立っている。それにこの20～30年世界

企業というものも出てきている。それに対して市民が立ち上がっている。あらっぽく

言うと国家と企業と市民という形でいろいろな力関係が出来てきている。しかし、環

境問題のような問題はいろいろつっこんでいくと、国家の力をどんどんそぎ落とし

て、ほとんどのことは小さく分けて市民でやろう、というような動きがかなり強まっ

ております。これも国家主義の一つの改善策として出てきているのかも知れません

が、そういう動きがずっとあるんですけれど、それは一種の民主主義の一つの追求の

形でそういうものが出てきているんだと思うんですが、それが片一方でずっと突っ

走っていますね。その反面もう片一方、アジア・アフリカを見ますと、後ろを振り

返ってみると、150ぐらいの国はまだ民主主義があるかどうか。大多数の国は民主主義

というものもまだ実施されていない。私ども新聞・メディアの方から考えますと、言

論の自由ということが、これ一つをとっても難しい。私たちはアジア環境ジャーナリ

ストの会ということでいろんなことをしていますけれども、アジアのほとんどの国で

言論の自由はまだ無いということです。それが現実にあるわけですね。もうちょっと

甘く言っても、言論の自由に制限がかなり強く加えられている、ということまで入れ

るとほとんどの国がそうだというような状況が現実にあるわけです。片一方で欧米が

市民社会だといって走っている一方で、一方では言論の自由もない国があって、言論

の自由がない国の方が多いという現実があるわけです。ですから世界全体を考えます

と、パートナーシップ・市民運動・NGO・国家いろいろなことを考えて、メディアの

在り方を考えますと国の置かれた立場、国民の置かれた立場によって、非常に違う。

むしろ世界全体では欧米型の民主主義の方がまだ数は少なくて、世界全体を良くしよ

うという方向で何か考えていくと、地球レベルでものを考えていくと、まだまだそう

簡単には行かない。ですから逆に言うと、ちょっと飛躍しますけれども、欧米型民主

主義というものを何百年かかってやっていってもいいかも知れませんが、現時点では

場合によってはアジア型市民運動みたいなものも何か検討せざるを得ないのかな、と

思います。欧米型民主主義、それに基づく市民運動というものをずっと追求していく

ときに現時点のアジアにおけるNGO活動とか、環境教育における4つのセクターの組

み合わせかたはどうだろうかと、いろいろ考えておく必要があるのではないか、

ちょっと大げさな問題提起になりましたけれども、その辺のところがIGESの今度のこ

の環境教育プロジェクトでも一つ追求していかなければいけないテーマではないかと

思っております。以上です。
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－阿部－

　ありがとうございました。岡島さんからはメディアが現代の課題に十分対応しき

れていないのではないかという、乗り越えていくための一つの課題、それからIGES

が、日本というかアジアに出来たはじめてのシンクタンクと言えると思いますけれど

も、それが果たす役割として、欧米とアジアをつなぐ架け橋にIGESがなるべきではな

いか、また可能性が十分あるんだというそういった視点からの環境教育の可能性のお

話をしていただきました。続きまして小林さんの方からお願いいたします。

－小林－

東京電力の小林でございます。自己紹介というほど大げさなことはやめにしますけ

れども、1968年に東京電力がはじめて作りました公害対策本部という組織の中で、課

長を始めましてから、3年前に顧問になりますまで、顧問になってからも環境しかやっ

ていないのですが、30年間公害・環境ばっかりやってきました。

それを振り返ってみますと、1968年に課長になった頃は私がやっている仕事はほと

んど99%火力発電所の大気汚染防止対策でした。煤塵対策、SOx対策、NOx対策。

それから1978年、まあ10年ときっちり切ったわけではありませんが、10年ぐらい

経ってから公害問題が環境問題に変わってきました。公害問題自体が無くなったわけ

ではないんですけど、それはそれできちんとそれに対処する手段というのが出来るよ

うになってきました。

次に環境問題、これは東京電力の例でいいますと、例えば配電線の地中化だとか、

それから工場の緑化だとか、そういうものに皆さん方市民の方々が関心を持つように

なってきました。

1988年これはトロントサミットの年ですが、このころからいわゆる地球環境問題に

火がついてきました。もちろんその前から酸性雨とかそういう問題はあったけれど

も、1988年から例の地球温暖化問題がわっと出てきて、私は公害やって環境やって、

まさかその東京電力の環境部長の机の上で、地球環境問題、地球の問題をやることに

なろうとは思ってもいなかったです。今はそちらの方がかなりウェイトを占めている

というのが、おおざっぱな私の歴史です。

自己紹介はこの辺にしておきまして、次に東京電力から、皆さん方に対して環境問

題をどういうふうにやっているのかということを、どうやって伝えるかということな
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んですが、やっぱり一つの手段といたしましてパンフレットがあります。

今日皆さん方の袋の中に、『環境と電気』というパンフレットが入れてあります。東

電ではいろんな環境問題についてのパンフレットを出しておりますけれども一番簡単

なものがこれです。これは後でご覧いただいて、最後のところにアンケートハガキが

ついていますので、これは回収率というか、出していただく方が多いので、今日でも

明日でもいいですから、切手貼らなくてもいいようになっていますから、是非何か書

いて出していただきたいと思います。

これ以外にも、いろんなものを出しているんです。(OHPによる説明)これは右側が

東京電力の環境のパンフレットなんです。色刷りでいろいろ東京電力の環境対策が説

明してあるんですが、おもしろい企業のパンフレットがあります。ボルボというス

ウェーデンの自動車会社ですね、ボルボのパンフレットは非常に有名なんです。

ボルボの広告のキャッチフレーズはですね、｢クルマは公害を出しています｣という

もので、これは非常にこの絵がおもしろいですね。青い葉っぱをクルマが食っている

んですね。だからクルマは公害を出していますと、そういうキャッチフレーズで売り

出したパンフレットなんです。非常に伝える力が大きいですね。それに比べて東京電

力のパンフレットは極めて平凡なものです。ボルボのクルマは公害を出していますっ

ていうパンフレットの中は、もちろんボルボというクルマを作る、あるいは走らせる

段階でいかに公害問題に力を費やしているかということを書いてあるんですけれど

も、こういう広告も広告の一つの手段としてあるということでございます。

それから東京電力の環境行動レポートというのを出版しております。これはパンフ

レットに比べると、細かい環境行動レポートでして、ちょっとご覧いただいても非常

に固いというか、おもしろくないというか、表とか文字とかそういうものばっかりで

作ったパンフレットを出しています。これには例えば、一番最初に何が書いてあるか

というと、東京電力は毎年CO2を何ｔ出しておりますという数字を、かなり生な表現

で出しています。実際に簡単なほうのパンフレットは皆さんに見ていただけるんだけ

ども、公害・環境問題の専門家などこのパンフレットでは不満な方は、環境行動レ

ポートの方を見ていただく。

環境行動レポートは、我々は8年前から毎年出しております。現在は2万部になって

おります。もちろん無料で配っておるわけですけれども、2万部になっているというこ

とは結構こういうものを要求される方が多くなっているんですね。日本語版が2万部で

英語版を2千部出しています。国際機関にも配っているわけですから、幸いに1年前の
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1996年版が企業のこういったものの中で国連が100社を選んでその100社に順位を付け

たら世界の9番目に入りました。日本では、100社のうち6社だけですが幸いその中でも

トップでして、なぜこれがトップになったかというと、これはいろいろあるんですけ

れども、一つの特徴はですね、これはチェックアンドレビューですから、このレポー

トの中に組織図があります。シートそのものは東京電力の環境についての組織につい

て書いてあるんですが、環境行動レポートというのはチェックアンドレポート、要す

るに我々はこういう計画を立てました、それに対して成果はこうでしたというものを

出すとですね、ひとつ企業として覚悟しておかなくちゃいけないのは、必ずしも数字

が良くなるばかりとは限らないわけですね。悪くなることもあるわけですよ。悪く

なったらそれはどうして悪くなったのかという反省を含めて来年の行動につなげてい

こうとこういうことなんですけど、チェックアンドレビューを社内だけでやっている

のではなくて、東京電力環境顧問会というのがあります。これは実は社外の先生方な

んですよ。森島先生もこの顧問に入っていただいているんですが、要するに社外の森

島先生のような学識経験者だとか、あるいは環境庁OBだとか、あるいはNGOの方だ

とかあるいは労働組合の方だとか連合の方が入っていますけれども、そういう方に

入ってもらって、このレポートをチェックしてもらうんです。

チェックしてもらうのは、出来上がったのをチェックしてもらうんじゃなくて出来

上がりかけたものほとんど完成品になったものを見てもらう、見てもらってチェック

してもらうと当然文句が出てきますよね。そのいろんな意見が最後のところに入って

いるんです。この環境行動レポートの案を作ったらいろいろな意見が出てきました

と、いうのがこの中に入っているんです。それを入れて発行した、その辺が国連で評

価を受けた特徴の一つではないかと思います。要するにこういうものも社内から一方

的にお知らせするだけではなくて、それに対する反応をこの中に入れたというのが特

徴だろうと思います。

パンフレットや環境行動レポートを出しているだけでなく、他にもいろんなことを

やっています。毎年6月の環境週間から始まって一般市民の方との交流をということ

で、ペアウオッチング、まあ名前はどうでもいいんですけど、要するに市民一般の方

にペアを組んでいただいて、例えばこれ(OHP)はたまたま東京電力の火力発電所の例

ですが、どこでもいいんですよ、自分で勝手に散歩に行ったら何か自然環境の問題に

気が付いた。ペアというのは夫婦でもいいですし、兄弟でもいいですし、友達でもい

いですし、とにかく2人でやって下さい、でレポートを出してもらう。そのレポートを



33IGES

我々が頼んだ先生方に見てもらって、良かったものは表彰するということをやってい

ます。

東京電力の東扇島火力という川崎にある火力発電所は、敷地内を緑化してありま

す。これ（OHP）は火力発電所中なんですよ。ほんの6～7年程経つとですね、発電所の

緑化というのはこれぐらいきれいな森になります。

東京電力の緑化は、決して出来上がった木を植えるのではなく、全部苗木から育て

ています。しばらく経つと立派な森になるんですね。そういうところを見ていただい

て、自然の観察をしてもらう、こういうことをやっています。ペアウォッチングで説

明しているのは東京電力の社員なんです。ペアウオッチィングをやってもらって、東

京電力の緑化を見てもらって、それを観察してレポートをもらう、そういうことをや

るためにはまず社員を教育せねばならんわけですね。社員を教育して、それがガイド

をして、レポートを出してもらう。子どもからかわいいレポートが出てくるわけで

す。自然を観察しましたらこんなことが分かりました、といった、かなりレベルの高

いイラストを描いたりして、いろいろなレポートがあります。こういう中で我々が企

業として提供できるものは提供することによって、市民の皆さん方に自然と親しんで

もらうとこういうことをやっているというわけです。

それから、これまでの話とは全然違いますけれどもね、当然我々は自然エネルギー

ということで、太陽光を大いに利用していただきたいと考えています。家庭に太陽光

のパネルを置いてですね、発電していただいています。しかし太陽光で発電した電気

と家で使う電気とは必ず食い違っているわけです。ですから太陽光で発電した電気が

余ったら東京電力が買い、足らない場合、もちろん雨が降っているとか夜とかは足り

ませんから、その分は東京電力の電気を買ってもらいます。売り買いするということ

です。こういうようなシステムをやっているわけですけれども、この場合に1KW50万

円、3KW150万円までは設備費を東京電力の方から助成いたします。こんな制度ももっ

ています。

市民と電力会社の間のパートナーシップの一つだと思います。最後にもう一つです

ね、東京電力がやっております企業の中のパートナーシップといたしまして、こうい

う例を紹介します。要するに東京電力の本社、神奈川支店などもそうですが、東京電

力の本社のビルで出る紙のゴミをリサイクルに回しています。最初にリサイクルをや

ろうと思って「町内会」という名前を付けたのは、実は東京電力の本社は大体3000人ぐ

らい入っているんですが、3000人ぐらいのビル一つではリサイクルがうまく行きませ



34 IGES

ん。要するに3000人ぐらいのビルでは、それを取りに来る業者があって、業者がどっ

かに持っていってリサイクルにするというのに経済的に合わない。この数を増やせ

ば、要するにこれが町内会なんですけれども、一つのビルだけではなくて、東京電力

のビルの近くにあるいくつかのビルに町内会として入ってもらって、一緒にリサイク

ルをすると、これがうまく経済的にも回っていきます。そういうようなシステムを10

年ぐらい前からやっています。東電としては自分のところの環境問題・環境対策をや

る以外に、東京電力が持っている人の資源、あるいは例えば緑化をした場所を利用し

ていただいて環境保全に関していろいろなパートナーシップを図ろうとしていること

をご紹介いたしました。

－阿部－

ありがとうございました。引き続きまして、須田さんの方からお願いいたします。

－須田－

ご紹介いただきました須田と申します。自己紹介はそこに書いてありますので、そ

れで済ましていただきますが、たまたま今小林さんのお話をお伺いさせていただいて

いて、ちょうど昭和の40年代の初め、横浜市が東京電力と公害防止協定を最初に結ん

だときでありまして、東京都がすぐその後に火力発電で公害防止協定を結んだんです

が、その公害防止協定を自治体と民間の企業が結ぶというのが日本の公害行政のある

意味出発点だったと思います。ちょうど私そのとき東京都政調査会というところにい

まして、小林さんは東京電力にいてですね、僕はどちらかというと企業は悪いことを

やる団体だと思っていますから、なんでそんな企業がかなりコスト負担を覚悟の上

に、こんな協定を結んだんだとずっと疑問に思っていたことがありました。後でそれ

が企業の一つの在り方としてですね、企業が存立するための社会的な基盤というもの

をしっかり考える経営者がいるとそういうことを率先的にやるんだということが分

かったわけでありますが、その方は木川田一隆さんとおっしゃる方で、多分その方が

いらしたからそういうことが出来たんだと思いました。僕が何を言いたいかっていう

と、企業はやはり人なんだということを言いたいわけです。経営者が一つの哲学を

持っていて、その哲学の中にもちろん企業ですから利益を上げなければその企業とし

ての社会的な責任は果たせないわけで、企業の社会的な責任の第一は利益を上げるこ

とでありますけれども、その利益を上げるに当たって社会的な環境と矛盾しないある
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いはコンフリクトしないように利益を上げることを考えた経営者がいらっしゃった。

その後継者に小林さんの様な方がいらっしゃるのだと私は思っております。自治体と

企業のパートナーシップの非常にいい例だと思っております。

それで一般論でございますが、前に岡島さんがお話になられました市民社会、市民

セクターの話しがございましたが、実を言いますと私どもはここ数年そのシビルソサ

イエティーという言葉に悩まされ続けております。国連に関係をしているNGOの人た

ちは、国際NGOやあるいはNGOそのもののことをシビルソサイエティーと呼ぶ流行が

ございます。これは率直に言って流行言葉です。私はその市民社会というものを、政

府セクターと産業セクターと市民セクターと3つのセクターから出来上がっている機構

だというふうに考えておりますが、それをある社会学者は3領域社会理論と呼んでおり

ますし、ある政治学者は分節民主主義という言葉で呼んでおりますけれども、私たち

はそのどちらの呼称でもよろしいのですが、政府だけではなく産業だけではなく、市

民セクターがその真ん中に入って、初めてバランスが取れた市民社会の機構が出来た

という理論になるわけであります。社会理論はアメリカの過激なNGOの言い方をしま

すと、政府機構というのは君主でありますから、君主でもなく、産業機構を商人とし

ますと、商人でもなく、市民であるという言い方をして市民セクターを強調する考え

方というのがあるわけであります。私は実を言いますとその考え方を否定している人

間であります。というのは、政府機構も市民機構であるという立場に立っております

し、産業機構も市民機構だという立場に立っているんです。それと同時に市民団体が

一つの自立した団体として市民セクターを構成する必要がある。それによって初めて

3領域社会理論というのはしっかり出来上がって行くし、分節民主主義が出来上がって

いく。その3領域社会理論が出来上がる過程でそれぞれのセクターにはそれぞれ固有の

原理がございます。政府というのは法律を正しく動かすことによって、社会的公正を

実現するのが政府の目的ですが、今の日本政府を見ていると法律が曲げられていて、

政府に任せておくと公正さは正しくない方向に行っている、これはみなさんが一番良

くおわかりだと思います。それをチェックするためにはどうしたらいいのかとなる

と、実際には産業セクターと市民セクターが協同して政府セクターの歪みを直してい

く必要があるんだろう、というふうに思います。それから産業セクターも実を言う

と、いっぺんに株主総会が開かれているような状態でして、まあそれはいろいろなこ

とを言う人がいますが、株式会社にとって株主総会は議会のようなものでありますか

ら、それが公開でしかも民主主義的に運営されているとはいえないとなると、経営民

主主義がしっかり機能しているとは思えない。経営民主主義がしっかり機能しないと
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産業セクターというのはどうなるかというと、これは基本的に暴利をむさぼることに

なるわけです。あるいは差別やそこでは搾取や収奪が行われるようになるわけであり

ます。それをしっかりコントロールするために、政府と市民機構は産業機構をチェッ

クするという役割を持ってくるわけであります。

そこで政府セクターと産業セクターと市民セクターがどういう関係で市民社会を構

成していくのかということを考えたときに、一番大きなポイントは何かというと、実

はパートナーシップではないのではないか。むしろチェックアンドバランスの関係

だ、と私は考えております。チェックアンドバランスがそこでうまく働くことによっ

て、それぞれの機能が正常化していく。それによって健全な社会が生まれていくので

す。当然産業社会は言葉の本当の意味での豊かさをしっかり保障していき、その財貨

を生産することによって保障していく。市民団体はある意味では人間が持っている共

感をベースにして、やさしさをしっかり保障していく、そういう機構になって行くわ

けですね。その3つのバランスをしっかり保って行くには、それぞれの3つのセクター

はチェックアンドバランスの関係を持たなければいけないということです。これはそ

れぞれの組織原理・機構原理が違うわけでありますから、これが一つのポイント。

2番目は阪神大震災の時に経験したことでありますが、産業機構あるいは政府機構が

だめだったときには、市民団体は政府機構の代わりをすることがある。市役所や区役

所がだめになってしまった場合は、市民団体が自分達で物販をして、ものを分けて、

どんどん政府のような機能を果たして行くわけであります。それから産業機構がどこ

かでつぶれた場合には、例えば生協のような組織を作って、NGOやNPOが実際は産業

政策をやってしまうわけであります。こういう関係をどういう表現で表すかという

と、それは代替する関係、お互いがお互いを代わり合う関係、というふうに私は考え

ておりまして、それをオルタナティブな関係にあるんだというふうに言っておりま

す。政府がいつでも偉いのではない、産業がいつでも強いのではない、市民セクター

は時と場合によっては交替してその両方をやることも出来るのだということです。

3番目にパートナーシップの問題が出て来るんだと思います。パートナーシップは、

その社会が実現しようと思っている価値、例えば環境を守るという価値をそれぞれの

セクターが一緒になって努力すると、どういうことが出来るかっていうことになりま

すが、それぞれ違う原理を持っているわけでありますから、政府セクターは環境法あ

るいは環境行政においてそれをどうやって実現していくのかということを考えていく

ことになります。産業セクターは経済活動と環境との調和をどう図っていけばいいの
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だろうかと、本来なら社会的コストとして外に出した方が有利なものを、あえて経済

活動の中に取り込んでいってどういうふうに調和させるのかということを考えなけれ

ばいけない。NGOは基本的には動かない産業セクターや政府セクターに対してそうい

うことを絶えず、考えて下さいっていうことを申し入れていく一番大きな圧力団体に

なることが大きな意味を持っていると思います。例えば温暖化の問題でいいますと、

どう考えても今の政治が温暖化をまじめに考えているとは思えません。政治家にとっ

ては何年先のことか分からないことについてまっとうな議論をしている人はあまりい

ないと思うんですね。それに対してNGOは絶えずそれを言っていかなければいけな

い。産業界はコストに反映してうまく、先ほどの東京電力のようなことが出来ていれ

ばいいですが、実際には環境コストを避けようとしますからそれに対してものを言っ

ていく。それだけではなくて必要とあらば、NGOは全部そういうことを自分で実践を

していくということが問われてくるわけであります。

今日はテーマが環境教育でありますから、一言だけ環境教育のことについて申し上

げて次に移りたいと思いますが、1990年のアースデーの時にアメリカのグループから

様々な資料が送られて参りました。私たちはそのとき地球を救う方法というのを日本

に紹介したわけですが、これはえらいブームになりまして、それから企業を何とかし

ていくということで、バルディーズの原則を普及させたわけであります。これが、1年

後には経団連がすぐ類似のものを作るというぐらいの波及効果がありました。もう一

つ重要なポイント、地球環境教育というテキストブックを送って参りました。これは

どういうふうに実現していいのか私は分かりませんでした。というのはこれは日本の

学校教育という場に入れると全部どうも歪むのではないかという感じがしました。そ

れと同時に彼らは実践教育をその場でやっております。学校の中で、じゃあ水はどこ

から来ているんだ、学校のゴミはどこに行っているんだ、自分達の校庭の木はどんな

木でそこにはどんな鳥が来ているんだと観察するわけでありますが、今の日本の学校

はそれに応えられるような学校ではないと思いました。これはどうも日本では環境教

育をやるとしたら、今までの学校教育を根本から変えていかないと出来ないというこ

とに気が付いたわけであります。その後多分いろいろな努力が今されていて、校長先

生からまたお話があると思いますが、私は環境教育というのはとりもなおさず、日本

市民の地球市民としての教育をどうするかというのがあると思います。またそのこと

はあらためて申し上げたいと思います。以上です。
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－阿部－

ありがとうございました。先ほど、政府・産業・市民セクターという3つのセクター

のお話しを須田さんがして下さいました。IGESの環境教育プロジェクトを立ち上げる

ときに先ほど4つのセクターの話をしましたが、4つのセクターはこれは厳密な意味で

はセクターではありません。メディアというのがセクターかどうかというのは、全体

を取り巻くものだろうとそういう意味で、今あげた3つのうちのセクターに対応するも

のとして、企業とNGOがあります。ただし学校は環境教育では大変重要なんだという

ことで、学校を入れてそして全体を取り巻くものとして、メディアというものを位置

づけました。そしてこのプロジェクトは、この方向でやるんだということで、IGESの

理事・評議員の方々海外の方が多いんですが、その海外の方々から環境教育は非常に

大事だ、やるんだったならば政府や官僚を変えなければだめじゃないか、あるいは政

治家を変えなければだめじゃないかという声が非常に強く出されました。ですからそ

ういう意味では先ほど須田さんがおっしゃったような意味でのセクターというのも環

境教育として取り上げなくてはいけないところだろうと思います。ちなみに須田さん

は昨年、COP3があったときに日本全国で銀輪部隊を組織して、温暖化に向けての市民

意識の高揚といいましょうか、それを知らせようという運動を実際作られた方です。

そういう意味でパートナーシップのためにいろいろなことをやっておられます。

続きまして学校ですが、今学校ではいろいろな課題が出されています。これは1997

年の神戸の中学生による事件を含めて、いわゆる｢心の教育｣が、これも宮本さんの方

からお話があると思いますが、非常に大きな課題となってきております。そして｢心の

教育｣との兼ね合いでも環境教育というのが非常に注目を浴びています。そうしました

ら学校というスタンスを含めまして、宮本さんの方からお話をお願いいたします。

－宮本－

まもなく21世紀になるわけですけれども、子どものうちから環境問題についてどう

いうふうに考えまた何を育てていけばいいかと。ちょうど環境問題につきましては、

学校の中に取り入れるという活動が始まったのは非常に歴史的に浅い、というふうに

思っております。特に1987年88年、このころになりましていろいろな資料が学校にも

来るようになりました。また、メディアの方でも取り上げられるようになりました。

私は今、横浜市に住んでおりますけれども、この横浜市の学校をベースにして、環境

問題をどのように教育の中に取り込んでいったかというあたりをお話しさせていただ
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きたいと思います。まず一つに1992年度の段階で、この環境問題が教育の中にどうい

うふうに取り込んでいこうかと、これは横浜市の教育委員会全体の中で非常に議論が

高まった時期でございます。当初この環境問題を全校的に広めるということは非常に

難しい課題がございました。つまり地域性が違う、そしてこの学習を進めていくため

には地域の理解も必要である、さらには保護者の理解も必要であるというような課題

が山積しておりました。そのことをどのようにクリアしていけばいいだろうかと。ま

ず基本的に考えましたのは、各区あるいは各学校の状況がそれぞれ違うためにまずそ

こから出発するべきではないだろうか。すなわち学校ごとに違うということを大事に

した環境教育を進められないだろうかということを逆に各学校の課題にしていこうと

いう考え方を持った次第です。そして1993年度になりまして、この環境教育を実践し

ていくために全校的な説明会を持ちました。横浜市では環境教育実践推進事業として

1993年度から全校一斉に進めておりますが、その説明会を持ちましたところ、やはり

各学校で考えている活動あるいは学習内容というのは様々な疑問としてあげられてき

ました。公害問題と環境問題とはどこにどういった違いがあるのか、あるいは地域性

を大事にするとはいいながらも具体的にどういった活動例があるのか。自分の学区に

は川があるけれども、この川のゴミ拾いをしていればいわゆる環境問題・環境教育に

つながっていくのか。これは横浜市の中に513校ございますけれども相当数の疑問があ

げられました。そしてその中で考えましたことは、それぞれの学校が進めていく方

向、これを例示することでありました。その例示をすることによって一つは地域性を

考えた方向性が学校で固められるからであります。横浜市の場合は1998年度で約6年目

に入りますけれども、そういった深い先生達の理解と研究の中で環境教育が始まった

ということがございます。そしてこの環境教育を進めるに当たって、まず大事にした

ことは自然体験・生活体験というのが、やはり少ないのではないのかということで

す。この自然体験・生活体験が基本的に少ないということは、どういうことを意味す

るんだろうか。それは一つに、体験という自分がしたことをもとにして考えていくこ

とが出来るんではないだろうか、そして自分の足元にその活動の場がある、つまり活

動を足元から行って考えていくことのステップになるものが生活体験であり、自然体

験ではないだろうかと考えたわけであります。従いまして、そのことによって何が生

まれるのかということになるわけですけれども、子どもには創造性が非常にありま

す。この創造性をそれぞれの子どもが少しでも培ってくれれば、こんな素晴らしいこ

とはないのではないか。さらに今しばしば言われますけれども、かつてはあまり言わ

れた言葉ではありません。感性という言葉がよく言われます。当時1989年90年の頃は
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あまり多く使われた言葉ではありません。この感性を育てることが出来るんではない

だろうか、ということを考えまして、環境教育の実践を進めたわけであります。いろ

いろな経緯を踏まえていきますと、今どういった活動が、横浜市の中で行われている

かということをちょっと紹介させていただきますが、これは本校の事例につきまして

は時間がありましたら、ヤゴの救出作戦なども紹介したいと思いますが、横浜市全体

では例えば中学校の例で申しますと、水質検査あるいは大気汚染検査、さらには川の

近いところでは動物の生活実態調査、さらには植物調査といったものも行われており

ます。小学校では空き缶回収、あるいは地域美化活動それから地域の清掃活動、そう

いったものが非常に多く行われております。その他に回収事業としましては、古紙そ

れから古い布の回収を行いながら、これはある面で日本だけではなくて海外の子ども

とも交流を図りながら、募金活動と共に進めている学校もございます。国際交流の立

場で進めている環境教育の位置づけもあるわけです。実際的には複数の活動を行って

いる学校もありますし、それから単独で行う学校も実際にはございます。今現在513校

の中で盲・ろう・養護学校の活動も大変増えてきておりまして、盲・ろう・養護学校

の場合非常に難しいところは、例えば重複障害の場合にどういった環境教育の視点が

あるのかということがあげられます。そういった場合に先生方が考えますのは、とに

かく土に触れる、木に触れるあるいは水に触れるというこの触れることによって、ま

ずその子ども達の感性というものが育てられるんではなかろうかと。確かに子どもに

よっては土に触れないためにですね、先に砂に触らせて、次に柔らかい泥にして、土

に触れるというような段階を踏まねばならないケースもありますけれども、触れるこ

とによる感覚的な部分、感性を育てていけるんじゃないだろうかというような実践も

ございます。高校の例でいいますと、定時制がございます。定時制は夜間入学式もご

ざいます。そうしますと暗い中での入学式ですから、ある程度環境が汚れていても全

く気が付かないケースもございます。しかしながらきれいな入学式にしたい。そこで

パンジーをプランターに育てたり、あるいはチューリップを育てたりとか、そういう

一つの目標を持つ中で自分の手で育てていく、これもやはり感性を育てていく活動で

はないだろうかとそういうふうに思います。少し長くなりましたけれど、全体的な例

としてお話しさせていただきました。

－阿部－

ありがとうございました。今まで4人の方にお話ししていただきました。この4人の
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パネラーの方々にとっても今日は時間も大変短時間で、まだまだ話し足りない部分が

ほとんどで大変申し訳なく思っておりますが、これまでにご自身がやっておられるこ

とを含めながら、パートナーシップあるいは環境教育全般のお話をしていただきまし

た。これらに関連してとりあえずフロアの中から質問をいただきまして、それらの質

問に対する回答を含めてさらにディスカッションの方を進めていきたいと思います。

質問のある方いらっしゃいませんか。4人の方々のなさっていること、あるいはおそら

くこういうパートナーシップを組んでいく場合にこんなことはどうだろうかというこ

とを含めて質問とかありませんか。どうぞ。

－フロア－

原嶋と申します。質問させていただきます。まず、企業の活動について小林先生の

方から東京電力の非常に素晴らしい活動についてご紹介いただきました。小林先生は

60年代の当初からの環境・公害問題に企業のお立場で関わってきたということで、当

時1970年代の初めに企業が公害問題に対して大きな投資をしたということは日本の経

験としては大変有名なことです。その後もいろいろな変遷を経て、現在先ほどご紹介

のあったような活動をされているわけです。こうした企業の活動を動機づけていると

いうのは実際の企業の立場としてはどういうところにあるのか、という舞台裏みたい

なところをご紹介いただければと思っております。

－阿部－

ありがとうございました。他にご質問はないですか。そうしましたら、いまフロ

アーからご質問いただきましたことについて、小林さんからお話しいただき、それに

関連したことを他のパネラーの方々からお話頂きたいと思います。

－小林－

先ほど私のお隣のパネラーの須田さんから、1968年の横浜市それから東京都との公

害防止協定のお話をしていただきましたが、これは東京都と東京電力の公害防止協定

というのはまさに私が公害の仕事をやり始めた最初の仕事だったので、非常に思い出

深いものです。それが今原嶋さんのご質問の｢動機づけ｣というのとつながるのです

が、公害防止協定というのは日本特有の制度、制度と言いますかやり方なんですね。
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それで我々が外国に行って公害防止協定というのを話しますと、外国の特に企業の

人は不思議な顔をするんですね。当然日本でも国の法律があり、地方自治体の条例が

あり、そこでSOxでもNOxでもあるいは水質でも全部規制値というのは決まっている

わけです。その規制値をクリアすればそれでいいんではないか、というのが当然彼ら

の考え方、彼らの考え方であると同時にそれはむしろ常識なんです。公害防止協定と

いうのは必ずそれよりも厳しい数値を自治体と企業の間で結んでいるというのが、公

害防止協定。

それはまた厳しくなければ公害防止協定の意味がないわけで、それを結んでもなお

我々がそこに立地しなければいけない、あるいは我々が立地するためにはこういった

公害防止協定といったものが必要である、ということが日本の一つの特色だろう思い

ます。これは歴史的に見て自治体と国との公害規制に対する力の在り方が変わってき

たというのもあるんですけれど、それより須田さんからもお褒めの言葉を聞いたんで

すけれども、当時の日本の経営者の中で全てがそうだったのかどうか分からないけれ

ども、公害問題というものを市民の理解の中で我々が十分それに対応しなければ企業

の経営、具体的には工場の立地、発電所の立地というのはうまく行かないんじゃない

かということを考えた、それが公害防止協定の最初だったわけです。

たまたま1968年の9月13日が東京都と東京電力が公害防止協定を結んだ日だったんで

すが、当時東京都の知事は美濃部さんだったんですよ。いわゆる革新自治体のスター

だったわけで、一方東京電力の経営者は先ほど須田さんがおっしゃった木川田一隆と

いう純粋の経営者ですけれども、経営者の中ではかなり進歩的な考え方を持ってい

た。それがその握手をしたというのが世間の関心を引いたわけですが、要するに企業

としては自治体に代表される市民の理解がなければ工場の経営、特に発電所といった

いわば嫌われ者の立地というのはうまく行かないというふうに考えた、というところ

がスタートだったろうと思います。

それで先ほど宮本先生が公害と環境という言葉をおっしゃったんですが、私も今ま

での自分の経験の中で、公害問題をやり環境問題をやりそれから地球環境問題をやっ

てきたわけですが、公害と環境という問題は、私は私なりに一般の人にお話しすると

きは企業の側から考えて、公害というのはマイナスをゼロにすることだとこういう言

い方をしているのです。要するに公害対策をやらなければ大気汚染、水質汚濁が起こ

るわけで、あるお金をかけてある対策をすれば、被害がないように被害を極めて少な

くするように出来ると、これが公害対策だと。従ってマイナスをゼロにすることが公
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害対策で、企業はまずそれをやったわけです。

しかしそれだけでは済まないわけです。その次にやったのが環境対策。環境対策は

私はゼロをプラスにすることです。公害対策はマイナスをゼロにすることで、環境対

策はゼロをプラスにすることだと。例えば配電線の地中化ということをやっていま

す。配電線は架空線でも当然皆さんの事務所なりご家庭なりに電気を送ることが出来

るわけです。けれども、空を見上げれば汚い電線があって、電柱があってばかでかい

トランスが置いてあるよりも、それが見えないところで電気を送っている方がいい

じゃないかと言うことで、配電線の地中化に対するご要求が非常に多い。ある程度そ

ういった技術も進み、道路も広くなり我々も技術的・経済的にそういうものが出来る

ようになってからは地中化というのはうんと進めています。

これが環境対策で、先ほどの動機づけの一つになるかと思いますが、公害対策より

さらに進んで、より高度なものを要求されるようになった場合にはその要請に応える

ようにしてきた、こういうふうな過程があって今の公害対策・環境対策があるんだと

思います。

－阿部－

ありがとうございました。今小林さんの方から企業自身の環境対策、これのインセ

ンティブの話し、公害対策はマイナスからゼロに、環境対策はゼロからプラスってい

う非常にわかりやすい言葉でおっしゃっていただいたんですが、これでよろしいです

か。そうしましたら先ほど協定というような話しがあったんですが、要綱とか、これ

も日本独自のやり方で、欧米では日本には罰則がないのになぜ企業は対策を取るのか

解らないといわれています。ただこういう中では信頼関係なり、あるいはそのパート

ナーシップの考え方の基といいますか、そういうのもそこに入っていると思うんです

が、ここではその国際的な動きの中では、そういうパートナーシップあるいはそのイ

ンセンティブ、あるいは市民や企業の活動こういったものはどういうふうに進んでい

るんでしょうか。この辺ありましたら、岡島さん須田さんに諸外国の例を含めてお話

ししていただければと思います。

－岡島－

今阿部先生がおっしゃったような事例がどれかなあと思って考えていたんですけれ
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ど。原嶋さんのご質問の流れだとあまり良い事例がないんですよね。欧米の企業と

NGOの場合は日本とは全然違ったスタンスで話が進んできているので、ちょっと事情

は違うと思うんです。企業はやはり須田さんが先ほどおっしゃったように、第一に利

益を上げなければ存在意味がないわけですから、利益を上げる。その利益を上げるた

めに、例えば原嶋さんのご質問はそうなんでしょうけど、厭々やっているのか、やっ

た方が儲かるからやっているのか、それとも人道的な意味もあってやろうとしている

のか、を聞きたかったのではないでしょうか。その3つぐらいのところがいろいろ違っ

てきていて、原嶋さんも本当のところは儲かるからやったのかとか、そういうこと

じゃないかと推測したのではないかと思います。企業がものごとをするときに先ほど

の東電さんの話しでも非常に大きな負担を抱えていて、小林さんの回答の方ではそれ

をしなければやっていけない、企業として利益を上げてきちんと出来ないということ

だと思うんです。そういう意味で欧米の場合もやっていることは同じだと思うんです

けど、結構その人道的みたいなところよりもむしろ冷静な計算をしてそっちを取って

いるというケースが多いんじゃないかなと思うんです。日本の場合は何ていっても水

俣病とか、ああいうものがありましたから、ただただ計算ということでなくて、水俣

プラス四大公害裁判ていうのもあって、企業といえどもこういうことを起こしてはな

らないんだという社会的な締め付けみたいなものが日本にはあったような気がするん

です。そういう意味ではボルボが良い例ですね。ボルボよりも私は日本のクルマの方

がはるかにいいと思うんですけども、宣伝が非常にうまいですよね。先ほどのように

問題点をクリアに出すから思い切ったことが出来る。ところで外国の場合はNGOの場

合でも力と力のぶつかり合いで勝負あったみたいなところがあるんですね。ですから

一番いい例が裁判です。NGOが裁判に持ち込んで、勝っていくというような形がある

んですけど、今言った協定とかそんなネゴシエーションみたいなことはなかなか成り

立たないというようなこともあるんじゃないかなと思うんですね。ですから外国の事

例と日本の事例を比較するのはなかなか難しくて、またもう一つは文化論みたいなと

ころもちょっと出てきたりするんじゃないかなあと、いう気がするんですね。

－阿部－

今の岡島さんの話の中で、日本では紳士協定的として今まで公害の要綱や協定が出

来て、それが条例あるいは法律化されるというそういったプロセスが一般的であった

ことが解ったと思います。これはやはり前提として、水俣を含めたそういった悲惨な
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災害を二度と繰り返さない、という人道的なものがあるんだろうと、それが一種のイ

ンセンティブになっているんだという、儲けだけではないっていうのがあるんじゃな

いかと。ですから先ほどアジアで、新しい環境意識を作っていくといった意味では、

欧米とちょっと違う見方がアジアでは出来るんじゃないかというお話がありました

が、そういった意味からそれが結びついていくのかなあと私も思っています。小林さ

んあるいは岡島さんのお話を含めて、須田さんの方から須田さんは当初先ほどの協定

の頃は片方で、片方といいますか実際に民主都政を進めていこうというそういったと

ころで活動していて、企業は儲けだけを考えるという悪じゃないかというふうに思っ

ていたとおっしゃっていましたけど、それが今では企業あるいは企業を含めていかに

して一緒になって環境保全型社会を作っていこうかという活動を今やっていらっしゃ

いますが、その辺の意識の変化等を含めながらパートナーシップのありかたみたいな

ことを含めてコメントをお願いします。

－須田－

それは社会を資本主義社会と社会主義社会というような二分法で見る見方を強く

持っていれば、企業は最大限の利潤をあげるためだけに人々を搾取するものだと思っ

ていたわけで、僕は26才でしたし当時の社会的に一番強いイデオロギーがそういうイ

デオロギーでしたから、企業というのは全てそういうものだと思っていたんですね。

それで後で企業というのがないと市民社会は成立しないということが分かるように

なってきたのが30を過ぎてからのことですので、考えてみると企業がないと市民社会

というのは財貨の交換も出来ないし何も出来ない。そうするとルールの問題であって

存在の問題ではない。ということにだんだん気が付く。それで一つはお答えになると

思うんですが。

もう一つはですね、これは小林さんに大変失礼な言い方になるんですが、私は東京

電力は環境に対しても非常に素晴らしい企業だと思っています。ただ、にもかかわら

ず最も始末の悪い放射性廃棄物を出し続けているという、これは何でこんなに素晴ら

しい企業であってもそんな変なことをやっているのかという僕にとっては謎に近いん

ですね。でもこれは謎ではなくて社会の深刻なジレンマだと思っています。そういう

ものを今の日本の社会は選択をしてしまっていて、私たちは電気を使う過程でそうい

うものを多量に生み出す仕組みを回避できないで、そのまま毎日毎日やっている。こ

の矛盾は正面から見据えてどこでこれを変えていくのかっていうことを考えないと、
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過渡的な技術だとしても何としてもこれは考えなきゃいけない。そこを克服する方策

を是非見つけていただきたいというのが注文でございます。

それから先ほどの企業との関係でいいますと、ちょうどここにこの中型のPETがあ

りますけれども、最近容器包装法の話しにかなりつっこんでおります。こういうもの

を作っている企業と、これはサントリーですけど、実際何でこういう容器がプラス

チック化していくのかということを話し合う機会がありました。何でビールビンはビ

ンのままであって他のものはどんどん変わっていくのかと。ビールビンはビールのほ

うが安いから、しかも扱いやすいから、これは非常に率直に言っておりました。それ

だけ既にストックがあって、あれは20回30回と廻して使うと安いんだそうですね、だ

から環境にいいからビールビンを使っているわけではないんだ、とビール会社の人が

言っていました。そうなのかも分かりません。そうすると実際に環境に良くてコスト

も安くてしかも廃棄もしやすいというようなものをこれからどうやって作っていくの

かという話しになる。こういうものは負担の公平さがどっかに無ければいけないんだ

と思うんですね。これは廃棄するときのコストを誰が負担しているかというと、自治

体が負担している。あるいは極端に言うと自治体が負担できなくて自然を汚してその

まま終わっているわけですね。そういうもので果たしていいのか、自然界にもう一回

帰るような仕組みでやったらどうなのか。そうするとどれが一番良い仕組みになるの

か。企業が競争をする場合に競争の条件を平等にしてあげる。これはどこが平等にし

てあげるのかというと、これは政府が市場条件を平等にしてあげるしかないわけで、

そこにある意味でパートナーシップが出てくるわけでして、もし環境にいいものが市

場に出ていて手にはいるようになったら、それを市民や消費者が選ぶ。消費者が選ぶ

ということでパートナーシップが得られる。そういう形でに環境にいい商品を作って

いる企業を育てる消費者が生まれる。同じ条件で競争できるような条件を政府が準備

することは、自動車と鉄道の場合も同じでありますが、そういう政策を準備する、そ

ういうものが本当の意味でのパートナーシップになってくるのではないかなと思いま

す。

－阿部－

須田さんはいわゆるグリーンコンシューマー的な活動、これについてもご造詣が深

いと思うんですが、日本でも最近はグリーン調達を含めてグリーンコンシューマーを

広げていこうという動きも見えてはいるんですが、まだまだグリーンコンシューマー
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を通した、ある意味でチェックアンドバランスのパートナーシップというのはなかな

か難しいというような気がします。

－須田－

その通りだと思います。

－阿部－

パートナーシップというのは非常に幅広いものですから、どういうふうに議論を展

開していくかというのはなかなか難しいんですけど、先ほど宮本さんから学校の環境

教育の今の実態というのを少しお話ししていただいたんですけれども、子ども達をめ

ぐる状況というのは今日のパネラーの皆さん共通して危機を感じておられるのじゃな

いかと思います。いま日本の子ども達に非常に体験が不足している、これは自然体

験・生活体験そういう中でどんどんつながりが切られていくという、そういうところ

で自分自身を見失うということが出てきています。その結果として、いろいろな問題

が今出ているんだと思うんですが、そういう中で今ですね、2002年に新しい教育課程

が始まっていこうとしています。その中では子ども達がいままでのぶつ切りの教科の

中ではいわゆる｢生きる力｣が育たない、ということで教科を統合したような総合学習

という、子ども達の生活と切り結んだ状態で学校が自由に課題を設定して子ども達が

自分で課題を見つけて、そうして進めていくような新しい授業が始まります。そして

環境や福祉、人権、国際といったものがそのときの一つのテーマになりうるだろうと

いうことが出されています。これが進んでいきますと、学校というのを一つの舞台に

しながら、行政や企業やNGOやあるいはメディアとか、そういったいろいろな方々が

総合学習の応援団になりながら環境教育をやっていくということが出来ると思うんで

すが、そういったことについて学校側からの、地域を含めた他の人たちへの期待はど

んなものがありますでしょうか。

－宮本－

今、現状の環境教育をどう進めているかというところから掘り起こさなければわか

りにくい部分がお有りかと思うんですが、実際環境教育の内容としては、各教科がそ

れぞれございますけれど、その中で明確に打ち出されているという部分は実は非常に
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少ないわけです。例えば社会科あるいは理科そういった教科もありますし、家庭科も

ありますが、その中に示されている内容としましては、それぞれの教科の内容として

置かれているとふうに基本的に考えてよろしいかと思います。従って今それが少し考

え直されていこうとしているのは現在も社会科と理科、あるいは社会科と家庭科、理

科と家庭科いわゆる内容が同じようなものを関連させていく関連的扱いという形でで

すね、中学校ではクロスカリキュラムという言い方もされていますが、そういった内

容で出来るだけやっていこう、出来る範囲でやっていこう、という方向に変わってき

てはいます。

今回つい先日になりますけれど、教育課程審議会のまとめが出されておりまして、

この7月には最終答申が出されることになっておりますが、その中では総合的な学習と

いう時間を週2時間から3時間設定していこう、というふうに変わってきております。

そしてその総合的な学習の時間といいますのは、実は今まで各教科でバラバラであっ

た内容を統合していこうと。つまり統合するのは誰が統合させるかっていいますと、

今までは学習指導要領がございまして、その中に明確に内容が示されていたわけです

けど、その内容は今度は学校ごとに決めてそしてその中から子どもが課題を見つけ

て、学習を進めていこうというふうに変わって参ります。先ほどのお話にもありまし

たけれども、その内容が大きな項目では、環境教育であり、福祉教育であり、国際交

流あるいは国際理解教育といった内容も入ってきます。時には学校や地域実態により

ましては、地域の文化的なものあるいは歴史的なものそういったところまで踏み込ん

で各学校で内容を構成していこうというふうに変わることになっております。つまり

今までのバラバラなものをさらに一つにまとめ上げた形で学習を構成していこうとい

うふうになっております。この背景はどういうところにあるかといいますと、実はこ

れまでも様々な子どもの課題がございます。一つはその子どもの心の面がなかなか

育ってはいないんじゃないだろうか、ということがございまして、心の面を育ててい

くために心の教育を充実させていこうということからです。その中味としましては、

生きる力を育てよう、この生きる力を育てるというのは大変難しいわけなんですけれ

ども、現在の解釈としましては、自分で課題を見つけてその課題についてどういう解

決方法があるんだろうか、とこれも考えてみようと。そしてその結果から考察してみ

ようじゃないか、という考える力と判断力と表現力を資質の面から育てたいというこ

とでございます。もう一つはそういった能力的な面の他にですね、協調する力ですと

か、思いやる心ですとか、あるいは美しいものを美しいと感動する心ですとか、そう

いった心の面といいますか、いわゆる能力的な面の他にある心情的な面も育てていこ
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うというふうに、この生きる力を捉えています。そうしますと、この心情的な面とい

いますのは、直接的にはこれは他の人が関わらなければ育たない部分であります。つ

まり考える力、判断する力あるいは表現する力というのは自分自身である程度育てる

ことが出来るのかも知れませんが、思いやりですとかあるいは倫理・マナーというも

のは、相手が必ず必要であります。これはある意味において、環境問題を考えていく

ときに、必ず自分がいて相手がいるといった、そういった共通する部分がたくさんご

ざいます。これは福祉教育の場合もそうでありますし、また国際理解教育の場合もそ

うです。必ず他がいるということを考えながら学習を進めるという、そういった意味

で学習を進めていきましょうという事例が示されたんだと思います。そういった捉え

方がなされておりまして、2002年から具体的な展開を進めていこうという段階でござ

います。

－阿部－

そういったことを進めていく場合に、この他の学校外の協力といったものも不可欠

だと思うんですが、学校からのニーズといいますか、例えば須田さんなら須田さんは

アースデーというのを組織されておりますけれど、アースデーにはいろいろな企画が

4月22日の前後にありますね。子ども達がいっぱい参加しますし、これをきっかけに子

ども達が環境への関心を深めるきっかけになるだろうと。あるいは東京電力の場合は

ペアウオッチングなどを通して、これには親子で来る場合もたぶんあるでしょうが、

それから岡島さんが関わっておられる体験学習的なところで自然学校的なものがある

と思いますが、そういった動きがあちこちでありますけれど、そういうことを含め

て、学校との関わりでのパートナーシップを推進する場合、いろいろなことが展開で

きると思うんですが、その際ニーズというか要望は何かありますでしょうか。

－岡島－

学校を使ったと言いますか、学校を中心とした環境教育は一つのパートナーシップ

の典型的な例だと思いますけれど、実際問題としてあまりうまく行っていないような

気がするんですねえ。何故かっていいますと、これは教育全体の問題かも知れません

が、学校が何でもやろうとする、もしくは学校に何でもやらせようとするからで、そ

ういった親と学校の関係が是正されないとちょっと困るんじゃないかな。例えば学校

の場合は、先生の労働負担みたいな感じでどんどん環境をやれとか、課外授業のとき
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も環境をやれといわれる。それは誰だって嫌だろうし、そんなことをすれば疲れるだ

けです。私は先生とか公務員の方にいつも言っているんですが、ちゃんと休みなさ

い、残業なんかやめてさっさとかえって下さい、そのかわり自分の時間を使って、地

域社会で少し働いてみてくれないかという言い方をしているんです。自分の学校の生

徒ではなくて、学校を終えてうちに帰ったら、土曜日、日曜日に近所の子ども達を集

めたNGO活動をして下さい、そういったことをかなり強く言っています。それから親

のほうももうちょっとがんばらないといけない。今、学校と親とのパートナーシップ

をしようとしても、PTAはあんまり活発ではないだろうし、まあ活動しているといっ

ても私どもから見ると、そういう教育の本質的なところではなかなか行われていない

んじゃないかな。そういったことで地域社会との連携の具体的なプランをですね、具

体的に何か一つのプランをやってみないと良い環境教育は出来ないんじゃないかと思

います。今生きる力とかいろいろなことを言っていますけれど、要するに偏差値一辺

倒の教育方針がどうも間違ってきたということがみんな薄々分かってきて、別な生き

方をしようじゃないかということになった。しかしどうしたって隣近所を見ればいい

大学へ行けっていう雰囲気がまだ強い、そういう軋轢の中で今、社会全体で教育を見

直そうと言っているのだと思うんですけど、そもそもその辺のところを直そうという

ことから始まってきていると思うんですよね。そういうことを含めて学校というとこ

ろを、まあ小学校・中学校いろいろ違うと思いますけれど、特に宮本先生の場合小学

校ですけれど、小学校の場合ターゲットをつかみながらですね、やはりどうしても地

域の商店街ですとかPTAとか親とか、出来たら地域にNGOがあればですね、地域の

NGOと一緒に何かをするということですね。ですから先生が全てをやろうという発想

はやめてもらう。自然体験に熱心な先生がいる学校はいいけれども、熱心な先生がい

なければ出来ないということですから、そういう場合でも先生に無理にやらせるので

はなくて、まあこれはお金の問題も入ってきますけれど、よその人に子どもを教えて

もらったらいいのではないかなと思いますね。特に課外的というか、自然体験のよう

な場合だったら保健の先生とか、カウンセラーの先生とかと同じように、自然体験の

プロに来てもらって授業をしてもらったらいいんじゃないかと思うんです。まあこれ

は現場の先生にしてみれば文部省とか教育委員会とかいろいろあって出来ないかと思

うんですけど、地域社会ともう一歩一緒にやって欲しい、やる時に学校が出過ぎない

方がいいんじゃないかと思うんです。
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－阿部－

今度2002年から、小学校から高校まで全部入っていく総合学習の先行的な実践が始

まっているんですが、その場合まさに地域全体が受け皿となって教育ボランティアと

していろいろな方々が学校に関わる、あるいは親が関わる、そういうことがあちこち

で回り始めています。しかし本当に先駆的なところに数は少ないのが現状です。です

から今岡島さんがおっしゃったように、学校が全部受け入れるというのではなくて、

それぞれが役割を分担して、そして一緒にやるところは一緒にやる、そういう形で

やって行くべきではないかと思います。たまたま昨日と今日ですね、文部省が野外教

育シンポジウムというのを国立オリンピック記念青少年センターで開いておりまし

て、岡島さんが実行委員長として関わっておられるんですが、野外活動といいますか

あるいは先ほど宮本さんがおっしゃいました感性とか体験といったことに関しては、

かなり日本全国行政を含めてやっていこうということが始まっています。そういう中

ではNGOが果たす役割は非常に大きいと思っているんですけど、そういう意味では須

田さんは古くから日本のNGOを生み育てて下さっているんですけれども、NGOがこれ

からそういったパートナーシップの調整機能といいますか、これを担っていくために

は今までの日本のNGOがどんな点に留意していったら調整機能を十分に持ったNGOが

育っていくかという、これは今NPO法が成立して、このNPO法自体もいろいろな問題

を持っておりますが、ただこの法律が通ったことによって、NPOっていうのもかなり

社会の中で広がっていくだろうと、そういう背景を踏まえながらご意見ありましたら

お願いいたします。

－須田－

同じような会でこういう経験がありました。小学校の教壇を普通の人に開放する、

特に教育問題・環境問題など、特に環境問題だとゴミの問題をやろうと考えたら、一

番詳しいのは廃棄物をいつも集めて処理している清掃の方を呼ぼうと。清掃の方を呼

んで、これは授業では出来ませんで、授業ではないスタイルでやったらしいんです

が、そうしたら書いてあることと現実のことがすごくズレているわけですね。こう

やって資源を回収してリサイクルをしましょうと言うけれども、実際自分の町はそれ

がほとんど分けられていない。一体じゃあ自分の町はどうなっているんだと、子ども

が言い出して先生はその仕組みが分からなくて答えられなかっという話しが必ず出て

参ります。それとこれからは各学校で水を考える。震災の時に備えて、井戸を掘った
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方がいい時代になってくると思う。そうするとそういった震災用に学校に井戸を掘っ

ておくと井戸も汚染をされていることがございます。そうすると何でその水はどこで

汚染されているんだということが子ども自身が考えるようになってくる。環境教育と

いうのはどう考えても実践の話しですから、その場その場で子どもは何が本当で何が

嘘かということがすぐ分かってしまうわけです。そうすると文部省が上から何々教育

ですよ、心の何とかですよといってそんなものを持ってきてもそんなものは子ども自

身が相手にしないんじゃないかと僕は思っているわけです。ここが先生が一番大変

じゃないかというのが一つ気持ちでございます。それから日本のNGOのお話が少しご

ざいましたが、その廃棄物だったら廃棄物を考える市民の会という日本で一番古いゴ

ミの団体がございます。専従者は一人もおりません。実際全部ボランティアでやって

いる。それから東京の水を考える会という水のことを一生懸命やっているグループと

か、横浜にも横浜川を考える会というグループがありますけれど、このグループもお

そらく専従者はいないと思います。それから最近色々問題になっている環境ホルモン

とか添加物の問題を一生懸命やっているグループは、最近私たちのところから独立し

て自前の事務所を構えました。いいことか悪いことかこれは悩み深いことですね。そ

の添加物の問題があまりにも深刻なのでその団体は自立を出来るようになってしまっ

たわけで、問題はそれはそれとして、そういう専門的な団体・NGOがしっかりとした

知識があって、しかもサーヴィス業としてのNGOが生まれなくてはいけないんです。

ところが、僕も今でもそういうところがあって、すぐ喧嘩速くなったりすることがあ

るんですが、運動体としてのNGOはどうも自分の運動に他人を巻き込もうとする癖が

あります。

  こういうことがあったら法律にはこういうことがあると答えられるようなNGOを

専門分野ごとに100ぐらい出来て、そういう団体が社会的に機能していて、学校からも

派遣要請があったらそういうところにも行って、これはこういうことなんですよ、食

べ物はこうなんですよって言えるようなそういうようなNGOを育てていかないと本当

の意味で、NGOは社会に定着していかないんじゃないかなと思っております。

－阿部－

NGOの専門化、すごく大事な指摘だと思います。そうしましたらフロアのほうから

ご質問・ご意見を取りたいと思いますが、今までの質疑を含めてあるいはこれからこ

ういう点についてお話しして欲しいというのがありましたら、ご意見お願いいたしま
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す。どうぞ。

－フロア－

高塚と申します。今いろいろと教育のことを中心にお話しされておりますけれど、

我々まあ私も子どもを持っておりますけれど、子どもについては次世代を担うという

ことで非常に大事だと思うんですけれど、その子どもに一番影響を与えるのは我々大

人達なんですね。で、その大人達をどう教育していくのかと言うことがここで一番問

題なんではないか、と言いますのは本当に必要だと思っている方は自分で勉強してい

るし、どんどんと先へ進んでいけると思うんですけれど、全く関心がない方は本当に

関心が無いという状況になっているんじゃないかなと思います。その点パートナー

シップという点から言えばこういう社会全体を巻き込んだパートナーシップの形成と

いうのを、パネラーの各先生方のお立場で色々考えていただけるんじゃないかなと思

うんですが、その点ちょっとお話しいただければと思います。

－阿部－

そうしましたらこれは一般の大人を含めて、指導者ではなくて環境に対する知識あ

るいは技術などを浸透させながらその人達が広く行動できるような仕組みのお話でよ

ろしいでしょうか。

－岡島ー

今日ここにお集まりの方は非常に熱心な方だと思うんですけど、一歩外出て山下公

園にでも行けば、環境なんか関係ないって言う人が圧倒的に多いわけですね。新聞で

も環境報道ということで、去年のCOP3の京都会議でもいろいろ出ているんですけど、

本当の影響力というのは少ないんです。一通り読まれるでしょうけど｢じゃあ私が何か

しよう｣というふうにはなかなか行かない。

記者のほうも色々専門的な分野をやらなきゃいけないということで、記者のほうが

追いついていけないというのも一つの原因なんですけど、今年はあらためて小学校4年

生ぐらいから読める新聞を作ろうということになりました。私のところの新聞なんで

すけど一ヶ月に一回、見開き2ページでやさしい環境特集を作りました。環境の専門記

者から見ますとこんな子どもだましのことを書いてもしょうがないじゃないかって言
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うんですけど、いろいろ考えるとですね、専門ふうにいろいろ書いたものは誰も読ん

でいないということに気が付いたんですね。もう一度やさしくやり直そうと、｢新聞を

教育に｣という形のページを使ったんですね。子ども向けという装いをとりながら、実

は大人に向けたんですけれど、要するにメディアの側から言えば、分かったようなこ

とをいっぱい報道しているけど本当にきちんと心に訴える大事な問題をセレクトして

いないんじゃないか、たれ流しでどんどんやるもんだから読まなくなっちゃたんでは

ないかという反省もありました。ちょっと報道の仕方ももうちょっと考えなければい

けないというように思っているんです。ある程度の専門的なことはニュースとして

ぱっぱっとやるんですけれど、人々が動かない。現在我々が一番陥っている反省はそ

こなんですね。どうしてこれだけ報道してだめなのか。まあ選挙もそうかも知れませ

んが、どうしたらいいか。まあNGOも似ていると思うんですね。日本でどうしてみん

ながお金出してNGOの会員にならないのか。諸外国から見れば圧倒的にその量が少な

いわけです。NGOも一生懸命やっている人の集まりですから、例えば町を歩いていて

365日のうち364日はディスコで遊んでいる女の子がですね、一日だけバードウオッチ

ングをしたいと思ったときにその人を会員としてやさしく受けいられるかどうか。ま

あ須田さんのような懐の広い人がやっているところは違うと思うんですけど、得てし

て日本のNGOの場合、新聞社もそうなんですけど、一生懸命やっている人を相手にし

ているNGOなんですよ。だからいい加減にやっている人を巻き込むというのはなかな

か出来ない。日曜日もがんばってNGOのために、アースデーのためにがんばって出て

いこうという人はそうそういないと思うんです。だから、まあ日曜日の度にはイヤだ

けど、一年に一回ぐらいならいいな、といった人もちゃんと入れる、という仕組みが

必要なんじゃないかなあと思います。NGOに対して文句言うわけじゃなくて私自身

やっていることですけどね、どうも日本の新聞・NGOは横が見えなくて、幅がなくて

環境屋さんみたいな形で仕切ってしまう傾向があるんじゃないか。それをちょっと緩

やかにしたらどうかと思っています。

－阿部－

はいありがとうございました。他に。

－小林－

企業の立場ですけれども、私は環境問題というのは意識してもらうところから始ま
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ると思うんですね。それでよく読売新聞も最近ずっと特集で連載をしておられました

けれど、中国の公害問題、中国の大気汚染問題とか水質汚染問題とか非常に大変な問

題でそれが日本にどう影響するかということも心配だけど、それよりも何よりも、中

国の現在公害が起こっているすぐ近くに住んでいる中国の国民と言いますか市民の

人々に、大変な影響があるっていうことが一番問題だと思うんです。

私も時々中国に行くんですが、ことしの1月も中国に行って、それで現実に例えば重

慶なら7～800万からだいたい1000万ぐらいの人間が住んでいる重慶で出している硫黄

酸化物の総量というのは、現在日本全体で出している硫黄酸化物の総量よりも多いわ

けですね。中国は現在1億7000万キロワットぐらいの石炭火力があるんですね。その中

で脱硫装置を取り付けているのは200万キロワットなんですね。日本の場合は石炭火力

は100%脱硫装置を付けている。中国でも偉い人は脱硫装置を取り付けなくてはいけな

いと分かっているんだけど、現実には取り付けていないし、うんと偉い人だけが知っ

ているだけだから、ということは一般市民は硫黄酸化物の公害に対する認識というも

のがないから、脱硫装置を取り付けさせようと言わない。それが実態なんですね。

われわれがやったことは公害については、日本の企業も日本の市民も日本のマスコ

ミも何もずっといいことばっかりやってきたわけじゃなくて、やっぱり失敗があった

わけですね。日本の失敗を敢えて途上国の人に知ってもらうことによって、こういう

ことを我々はこういうつらい経験を経て今になっているんだよということを知っても

らう。これは非常につらい環境教育になるわけですが、それが必要ではないかという

ことで、中国に行ったときは日本の大気汚染経験という本を持っていってそれを配っ

て、我々はこういう失敗をした、失敗の中から今何とかこういうふうにやっているん

だということを知ってもらったということが一つあります。

それからもう一つですね、今岡島さんの話の中にも新聞社としての反省がいろいろ

あったんですけど、我々も公害・環境をやっていると、企業が何をやっているか、こ

ういうことをやっているとかのPRが徹底していないとよく言われるんですが、確かに

我々のPRの仕方が下手だ、まずい、というところがあることも十分認識しているんで

すけれども、今日ここにお集まりの方は熱心な方だから、ここにおられる方にしゃ

べったって釈迦に説法で、ここにおられない方に話しをしなくちゃいけないんですけ

ど。

去年COP3を京都でやった頃に丁度シンポジウムに招かれてそこで話したんですけ

ど、話していたらフロアのほうから企業はちっとも情報提供をしないとこういう質問
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があったんです。そういう質問があるだろうと思って、これは京都でやったもので東

京電力のパンフレットを持っていってもしょうがないので、京都でシンポジウムが

あった会場に朝行ったら、たまたますぐとなりに関西電力の営業所があったんです

ね。僕は関西電力には関係ないですから、全く一般市民のような顔をして関西電力の

営業所へ行って、いろいろなパンフレットがあった。ちゃんと環境のパンフレット・

原子力のパンフレットがあって、それを持って窓口の関西電力の社員にそれについて

質問をするという、非常に嫌らしいことをしたわけですが、それはそれなりにちゃん

と答えが返ってきた。だから、だからここにおられる方ではなくて環境にあまり関心

のない方でもですね、企業が一体どこまでPRしようとしているのかということをただ

座って文句を言っているだけでなくて、企業のところに行けばそれなりのことを企業

はやっているわけです。今日はあんまり須田さんとやりませんけど、この中に原子力

はちゃんと書いてあります。これは東電から出している環境のパンフレットはだいた

い原子力のことを載せてあります。それでは須田さんもちろんご不満だとは思います

けれど、そういうPRはやっておりますのでその中から出来る限り我々が考えているこ

とを理解していただきたい。考えていることだけではなくて、公害問題・環境問題と

いうのはどういうふうになってきていてどうなっているのかということを理解してい

ただきたいと思います。

－阿部－

他にありますか。

－須田－

僕自身は大人を教育すること自体ちょっと無理だと思うんですよね。それで大人を

教育する一番の教育者は子どもだと思うんですよ。ですから鶏と卵みたいな話しにな

るわけですけれど、じゃあその子どもを誰が教育するのかっていうことになるのだと

いうことになる。子どもはおそらく事実から物事をたくさん学んでいくと思います。

大人が事実をそのまま子どもに提供していけば、子どもはおかしいことに気が付い

て、自分の家庭の中でこういうエネルギーの使い方はおかしいんじゃないか、こうい

う買い物の仕方はおかしいんじゃないかと、必ず母親や父親に意見を言うようになり

ます。あんまり子どもをはやし立てると良くないんですけど、でも僕は子どもの目と

いうのはそういうところを非常に正しく見ていると思いますので、子どもが失望感を
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抱かないような大人に変えていくのが精一杯であって、大人が子どもを変えていくの

はちょっと無理かなと思っています。

－岡島－

ちょっと一言。私もほぼ須田さんと似たような意見です。環境問題を20年間報道し

てきてですね、悪くなるばっかりですから、やはり大人を教育するよりも、基本的に

は子どもに期待した方がいいと思っています。それから小学校6年生の子で12才だか

ら、10年経てば22になるわけです。選挙権も持つし、子どもも産むかもしれない。企

業の長期戦略から考えますと、10年計画なんていうのはそう遠い話しではないわけ

で、私は子どもにターゲットを絞った環境教育のほうが、20年ぐらいタームを考えた

ら世の中変わるのが早いんじゃないかと思う。頭が固くなった大人を一生懸命叩くよ

りもそっちのほうが早いんじゃないかというふうに一つ思っています。それからドイ

ツの今の環境政策です。今から2～30年前はドイツはそれほどではなかったと思うんで

すね。これは環境教育をかなりきっちりやったんじゃないかという気がしています。

それで今みたいな循環経済法など作って、国民がどんどん賛成していくというように

なっているんじゃないかという気がしています。

－宮本－

先ほど須田さんのほうで、教育はなかなか難しいという話しがありましたけれど、

実は最近私の学校で実践した中でですね事例を紹介させていただきたいんですが、6年

生の学習で人と環境という学習が理科にありまして、近くの鶴見川に行きました。そ

このゴミの量ですとか、汚染の具合ですとか、どれぐらいの透明度があるのかなど実

際10テーマぐらい持ちまして、それぞれグループ活動で調査をした結果、その発表の

場になりました。自分達が調べたものを自分のクラスの仲間に発表してもさほど面白

みがない、その発表の場をどこに持っていこうかという話しになったわけです。一つ

はその校内・全校の場で発表していこうと。もう一つはお父さんお母さんにもその発

表の場を持っていったらどうだろう。中には地域までどうだろうという話になってき

ているんですが、まだ地域までの話しは結論は出ておりませんけれど、どうやらお父

さんお母さんに発表する場を作っていきたいという段階までは来ているんですね。つ

まり子どもから発信をしていきますと親御さんにとりましても非常に内面に受けるも

のというのはやはり大きいと思います。これはつい最近環境についての学習をした後
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でも、やはり子どもと親御さんが話しをしている場というのがあるみたいです。少し

ずつのものがだんだん大きなものになっていくのではないかなと。今回の発表がうま

く進んでくれることを今願っているんですけれど、そんな実践の例がございます。

－阿部－

学校での環境教育の一つの役割として子どもを通して親が変わるということがあり

ます。学校では新しい知識、いろいろなことを知るわけです。ですから環境に関連す

るいろいろな知識や情報を学校で伝えることにより、子ども達が家に持ち帰ってい

く。そして自分達の保護者や生活を子どもの視点で評価していくということがでてく

るんじゃないかと。そうすると親も変わらざるを得ないんじゃないかとそういうふう

に期待しています。他に質問ご意見ございませんか。

－フロア－

茂田と申します。去年の12月に京都会議がございまして、世界的にも日本の中でも

温暖化防止とか、環境問題のほうに強い高ぶりが来ているんじゃないかと期待もある

んですが、ここ何年かのところでそういう機運はあったと思うんですけど、社会的に

は例えばクルマのRV車とかどんどんはびこってきている世の中になってきていると思

うんです。そういう機運があるのに、RV車がはびこってきたり、生活が贅沢になって

きたり燃料を消費していったりとか、別にリンクしているわけでも何でもないと思う

んですけど、そういう動きになってきているという不安はあります。学校教育という

立場で宮本先生とお話ししたかったんですけど、例えばそういうふうなものを小さい

頃から考える学校にしていきたいとか、教育をそういうところに徹底していきたいと

か、あると思うんですけど、ちょっと私が恐いなと思っているのは、これからの子ど

も達がそういう環境とかを考えていける土壌とかは仮に出来たとしても、実践まで出

来る世の中になってくれるのかなあという気がします。環境問題というのを考える世

の中になってきているとは思うんですよね、日本は。ただ、考えているわりに皆さん

はどうですかというお話をすると、実践していますという答えがまだまだ少ないと思

うんです。たぶんこれは機運があっても10年後20年後ひょっとしたら、実践という面

ではあまり変わっていないんじゃないかなという怖さは感じているんです。実は今私

も東京電力に勤めていまして、学校のほうに出向いたりしているんです。学校のほう

で小学校・中学校・高校・大学といろいろ出向いてお話をしたり聞いたりするんです
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けれども、考えていることと実践との解離がものすごく感じられてちょっと恐いと

思っています。皆さんはいかがでしょうか。

－阿部－

茂田さんはその知識と行動を結びつけていくために何が必要かと思いますか。何が

足りないのかと思いますか。

－フロア－

自分自身のことに結びつければ話は早いと思うんですが、確かにじゃあ自分はどう

なんだと言われると、省エネにしても環境問題を考えるにしても非常に手薄なところ

もまだまだあると思いますし、どうしても指向がアメニティのほうに行ってしまった

りだとか、そういうおいしい部分をどうしても求めちゃうところがあるんです。本当

にこれは機運だけじゃ変えられないと思うし、本当に一人一人の小さな実践だと思う

んですが、それが社会を変えていけるのかはまだまだ分からないなあと思います。答

えとしては結びつけられないなあと思います。以前牛乳パックを集めたりしていたこ

とがあるんですが、それをやっていましたら、それは高校生ぐらいのずっと前の話し

だったんですが、それをやっていたらうちの親から、そんなもんはじゃまだと、あん

まりやる必要はないと。半分おこられたような経験があって、何か妙な感じをしてい

ます。これは世代がどうのこうのじゃなくて実際その辺に関心を示して実践をしない

という人もいっぱいいますし、それを容認できないっていうかなんか妙な雰囲気もあ

るんじゃないかなと今になると思います。

－阿部－

茂田さんの懸念は皆さん共通の懸念だと思います。

－岡島－

じゃあ短く。基本的に私は政治を変えなければ、そういうことをやる政治家が出て

きて国を変えなければ話しにならないと思います。政治が変わるためにはやはり市民

が変わらなくてはいけない、投票して変えなくてはいけない。それが大前提ですけれ

ども、そのためにも私はいろいろ考えてみて、やはり日本で市民団体と言いますか、
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市民運動がもっと盛んになった方がいい、それが一番良いと思いますね。環境教育を

学校が担うでしょうし、新聞も担うでしょうし、あちこちが担うでしょう。企業も担

うでしょう。しかし市民団体が担う環境教育の量というのは圧倒的に多いと思いま

す。それが欧米諸国、アジアのよその国と比べても我が国では非常に力が弱い。まあ

影響力はすごくあるんですけどね。ですから会員をもっと増やす。先ほどちょっと申

し上げたように、中くらいにやりたい人もみんな入れてやっていく、というような形

をいろいろやらなくてはいけないんじゃないかと思います。GNPと比べても世界の17%

も生産している国がですね、NGOにどれだけ金が流れているのか、それ一つ取ったっ

て非常におかしな話しなんですね。ですから結論的な言い方で申し訳ないんですけ

ど、NGO・市民団体がもっともっと盛んになることが近道ではないかなと思います。

－阿部－

今日は4つのセクターの方に出ていただいて、パートナーシップの在り方というお話

をしていただいたんですけども、この中で先ほど須田さんがおっしゃった政府あるい

は市民と産業という3つのセクターの在り方、それから今岡島さんがおっしゃったNGO

が果たす役割や調整機能を含めましてこの役割がかなり日本で必要なのです。社会を

変えていくために、そういうことが今日の一つの結論だと思います。これに関連して

最後に一言ずつおっしゃっていただいてまとめにしたいと思います。

－小林－

私はNGOの役割が非常に重要だということに関しましては全くその通りだと思いま

す。ただですね、残念ながら例えばアメリカのNGOとかあるいはヨーロッパのNGOと

違って、日本ではいい悪いは別にして、NGOというものが無いところで政策決定がさ

れてきたという歴史がうんと長かった。そこへNGOというのがようやく日の目を見る

ようになってきたというと須田さんに怒られるかも知れないけど、ようやくNGOの価

値というのに日本の社会は気づき始めたと。これからだというのを一つ申し上げた

い。

それから先ほどから例えば子どもに教えられるものがあるとか、それも決して否定

するわけじゃないんだけど、私はやはり現在の我々の人類社会というものからスター

トするよりしようがないわけですね。これは100年前、200年前に戻ることも難しいけ

ど、5000年前1万年前にもどるということは不可能なんですよ。ですからその間人類が
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一生懸命、これは決して資本主義と社会主義というものだけではなくて、やっぱり自

分で少しでも楽な生活をしよう、少しでも豊かな生活をしようとして技術を磨きいろ

んな資源を使って来て築き上げてきた400万年か何かの人類の歴史を経て、今スタート

するより仕様がないということを前提に物事を考えて行かなくてはいけない。当然環

境問題もそうだというふうに思っています。

－阿部－

はいありがとうございます。須田さんお願いします。

－須田－

NGOに期待が強くなるというのは必然的なことなんですが、その期待に応えられる

ほど今の日本のNGOに力がないこともこれまた事実であります。何が一番力がないか

と言いますと、人がいない・金が無い・場所が無いとよく言われます。要するに何も

ないという話しになります。一番欠けているのは基本的には専門的な知識だと私は思

います。専門的な知識があればそれによって社会に影響を与えていくことが出来ま

す。これはまず金がなくてもその部分では影響を与えることが出来る、そういうネッ

トワークがこれから確実に出来ていくようになります。というのは今までは専門家を

組織しようとするとものすごくお金がかかりましたけれど、これだけ情報化社会にな

りますと、例えば今環境ホルモンの問題にしても他の問題にしても、世界中のどっか

の科学者がどういう論文を発表しているかというのを瞬間のうちに私たちは手にする

ことが出来るわけですから、それを調べてそれについて発言していくというパワーは

今NGOはどんどんついて来ているんです。しかもそういう人たちは30代の研究者にた

くさん出てきています。私の経験からいいますと60年代・70年代は、これは僕らは反

体制運動をやっていたわけでありますから、体制と反体制がぶつかり合っていたわけ

でありますが、80年代を踊り場にして90年代になりまして、NGOといいますか市民団

体が社会の中心に座らないと、その社会は良心を失う。ただそれにふさわしいNGOは

日本では育っていないことは事実ですから、僕らにそれを期待されても無理なんです

ね。しかしどんどん出てきていることは間違いありません。そういうときに一番役に

立つNGOはどういう人かというと、退職なさった方なんです。60とか65で企業をお辞

めになって、自分は実はこういうことをやってきたけど社会では本当はこういうこと

が必要だったんじゃないかと思っている方がたくさんいらっしゃるわけです。学校の
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先生も同じなんです。学校の先生が、校長先生が今日いらっしゃいますけれど、校長

先生がお辞めになった後NGOをやっていらっしゃる方はすごくいい環境教育をおやり

になっている方がいらっしゃたりするんですね。ですから、もちろんこれから僕は可

能性はたくさん広がっていると思います。NGOは組織の大きな力ではございません

で、個性と能力ですので是非失望しないでこれからも続けていきたいと思っていま

す。以上です。

－阿部－

宮本さんいかがでしょうか。

－宮本－

私も今この時期に出来ることは何だろうかという立場で考えていきたいと思いま

す。実際10年前の学校で捉える環境教育と、今現在各先生が持っている視点というの

はずいぶん変わってきていると思います。ですからこの10年間、5年間なら5年間その

中で出来ることは何なのかという視点で、やはり学校教育も考えて行かなければなら

ないんじゃないかと思います。以上です。

－阿部－

はいありがとうございました。時間が来てしまいまして、パネラーの方々あるいは

フロアの方々、おそらくフラストレーションがだいぶたまっていらっしゃると思うん

ですが、進行の不手際で十分な議論が尽くせなかったかも知れませんが、一応冒頭に

申したように、IGESがやりますプロジェクトでは、このメディア・NGO・学校・企業

という4つのセクター的なものを総合した環境教育の構築を目指していこうと思いま

す。これについてはまだ非常に不十分な仕組みですので、これを何とかしていこうと

いうことで、テーマにしたわけです。ですから今日はこの4つのセクターの方々にお集

まりいただきまして、このパートナーシップに関わるこれからの展望についてお聞き

したいと思った次第です。これからも私どもIGESとして意欲的にやっていきますの

で、パネラーの方々それからフロアの皆様方、どうぞこれからもIGESの環境教育プロ

ジェクトについていろいろご支援の程よろしくお願いいたします。どうもありがとう

ございました。
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－司会－

どうもありがとうございました。2時間にわたって活発に論議のほうを進めていただ

きましたが、残念ながら時間がまいりましたので、これで終了にさせていただきま

す。本日のシンポジウムが環境教育について皆さんと共に考え共に行動する一つの

きっかけになれば幸いに存じます。最後に、2時間にわたりまして活発にいろいろなお

話をお聞かせいただきました4人のパネリストの方々に、もう一度皆様から盛大な拍手

をお願いしたいと思います(拍手)。どうもありがとうございました。それではこれを

もちまして本日のシンポジウム閉会させていただきます(拍手)。
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On June 26 1998, the IGES Environmental Education (EE) Project held a symposium

in Kanagawa prefecture, which was entitled "Partnership among Citizens towards

Environmental Conservation and Ideal Environmental Education" to commemorate the

opening of IGES. It aimed to talk about EE with the general public. Panelists were

invited from each of the following sectors: media; business & industries; NGOs; and

formal education. The points and problems in establishing partnerships among the sectors

were discussed. It was very useful for the EE project to participate in talks with the

panelists from the four sectors and the general public, as the EE project considers this

partnership indispensable for environmental conservation.

Mr. Shigeyuki Okajima, deputy editor of the commentary department of the Yomiuri

Shimbun, mentioned that "scientific and diplomatic knowledge is necessary when we

write articles which concern environmental issues. However, it is becoming more difficult

for journalists to keep up with the issues as they are becoming broader and more

complicated".

Mr. Osamu Kobayashi, an advisor for Tokyo Electric Power Company, introduced the

activities of his company to the participants, such as nature programs for citizens and

reports on its environmental actions, which were to be examined by experts from within

and outside the company.

Mr. Harumi Suda, the director of Earthday Japan, mentioned that "the check and

balance of all activities of governments, citizens and companies will contribute to the

establishment of a sound society".

Mr. Naotoshi Miyamoto, the principal of Irifune primary school in Yokohama, said "it

is important to increase the awareness of children by means of EE". He also mentioned

that his school has "classes which are carried out in this context".

Some questions were raised by the participants and opinions were actively exchanged

with the panelists.

As a result, it was confirmed that strengthening relations among the 4 sectors was

essential to promoting the effective implementation of EE.
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